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○　健康福祉局の行政組織

　〔行政機構図（令和４年７月１日）〕

〔　本庁　〕

１７課３担当

総
括
官

（
地
域
共
生
社
会
推
進

）

障害者療育支援センター
　松陽寮
　わかば療育園

指定管理者：
(社福)広島県福祉事業団

福山若草園
　福山若草育成園
　福山若草療育園

　聴覚障害者センター 指定管理者：
(一社)広島聴覚障害者協会

医療介護保険課
広島県後期高齢者医療審査会

広島県介護保険審査会

国民健康保険課
広島県国民健康保険運営協議会

広島県国民健康保険審査会

地域共生社会推進課 広島県社会福祉審議会

広島県障害者施策推進協議会

　　１３機関　　 　１１施設　　

社会援護課
広島県障害者介護給付費等不服審査会

身体障害者更生相談所

障害者支援課 　視覚障害者情報センター 指定管理者：
(社福)広島県視覚障害者団体連合会

障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ
　　医療センター
　　若草園
　　若草療育園
　　あけぼの
　　スポーツ交流センター

ワクチン政策担当

医療介護政策課

三次看護専門学校医療機能強化担当

広島県衛生検査所精度管理専門委員会

総
括
官

（
医
療
機
能
強
化

）

健康福祉センター 指定管理者：
(公財)広島県地域保健医療推進機構

医療介護基盤課 広島県医療審議会

広島がん高精度放射線治療センター
指定管理者：
(一社)広島県医師会

広島県准看護師試験委員

健康づくり推進課 広島県食育推進会議

広島県がん対策推進委員会

広島県指定難病審査会
広島県小児慢性特定疾病審査会

食品生活衛生課
総
括
官

（
医
療
介
護

）

広島県生活衛生適正化審議会

食肉衛生検査所

動物愛護センター

広島県薬事審議会
薬　務　課 広島県麻薬中毒審査会

総
括
官

（
子
供
未
来
応
援

）

こども家庭課 広島学園

こども家庭センター
〔 西部・東部・北部 〕

広島県献血推進審議会

広島県原子爆弾被爆者健康管理手当等合同審査会

疾病対策課 総合精神保健福祉センター 広島県精神保健福祉審議会
広島県精神医療審査会

健
 
 
 

康
 
 
 

福
 
 
 

祉
 
 
 

局

健康福祉総務課 厚生環境事務所
支所

広島県感染症診査協議会

保　健　所

総
括
官

（
健
康
危
機
管
理

）

西部・西部東・東部・北部 〔広島・呉・福山〕

健康危機管理課

新型コロナウイルス感染症対策担当

子供未来応援課 広島県子ども・子育て審議会

安心保育推進課

被爆者支援課

〔　地方機関　〕 〔　附属機関　〕

課 行政機関 公の施設
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（地方機関） 厚生課 厚生推進係
医療福祉係

保健課 保健対策係
西　部 健康増進係

生活衛生課
環境管理課
試験検査課

厚生課
保健課 保健対策係

広島支所
健康増進係

衛生環境課 食品薬事係
環境管理係

厚生保健課 厚生医療係
呉 支 所 保健係

衛生環境課

厚生課 厚生推進係
医療福祉係

西部東 保健課 保健対策係
健康増進係

厚生環境事務所・保健所（４）
厚生環境事務所支所・保健所支所（３）

生活衛生課
環境管理課

厚生課 厚生推進係
医療福祉係

東　部 保健課 保健対策係
健康増進係

生活衛生課 食品衛生係
環境薬事係

環境管理課

厚生課
保健課 保健対策係

福山支所 健康増進係
衛生環境課 食品薬事係

環境管理係
試験検査課

厚生課 厚生推進係
医療福祉係

北　部 保健課 保健対策係
健康増進係

生活衛生課
環境管理課

総務企画課
相談援助第一課

西　部 相談援助第二課
女性相談課
一時保護課

こども家庭センター（３） 総務課
東　部 相談援助第一課

相談援助第二課
一時保護課

北　部 相談援助第一課
相談援助第二課

広島学園（１） 総務課
自立支援課

三次看護専門学校（１） 総務課
教務課

総合精神保健福祉センター（１） 総務企画課
地域支援課
生活支援課

食肉衛生検査所（１）

動物愛護センター（１） 総務課
指導課

身体障害者更生相談所（１）
2
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（２）令和４年度健康福祉局組織別職員数 

                              （令和 4年 7月 1日現在） 

課    （所）    名 職 員 数（人） 

本 

 

 

 

 

 

 

庁 

健 康 福 祉 総 務 課 28 

健 康 危 機 管 理 課 14 

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策 担 当 40 

子 供 未 来 応 援 課 14 

安 心 保 育 推 進 課 8 

こ ど も 家 庭 課 10 

被 爆 者 支 援 課 17 

疾 病 対 策 課 11 

食 品 生 活 衛 生 課 21 

薬 務 課 16 

ワ ク チ ン 政 策 担 当 12 

医 療 介 護 政 策 課 12 

医 療 機 能 強 化 担 当 10 

医 療 介 護 基 盤 課 30 

健 康 づ く り 推 進 課 21 

医 療 介 護 保 険 課 9 

国 民 健 康 保 険 課 9 

地 域 共 生 社 会 推 進 課 18 

社 会 援 護 課 12 

障 害 者 支 援 課 31 

本  庁  小  計 343 

地 

 

 

 

方 

 

 

 

機 

 

 

 

関 

厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所 

西 部 厚 生 環 境 事 務 所 ・ 西 部 保 健 所 51 

 
 広 島 支 所 39 

 呉 支 所 19 

西 部 東 厚 生 事 務 所 ・ 西 部 東 保 健 所 42 

東 部 厚 生 環 境 事 務 所 ・ 東 部 保 健 所 52 

  福 山 支 所 36 

北 部 厚 生 環 境 事 務 所 ・ 北 部 保 健 所 34 

          小       計 273 

西 部 こ ど も 家 庭 セ ン タ ー 60 

東 部 こ ど も 家 庭 セ ン タ ー 51 

北 部 こ ど も 家 庭 セ ン タ ー 9 

広 島 学 園 23 

三 次 看 護 専 門 学 校 28 

総 合 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー 20 

食 肉 衛 生 検 査 所 5 

動 物 愛 護 セ ン タ ー 10 

身 体 障 害 者 更 生 相 談 所 6 

  小       計 212 

地 方 機 関 小 計           485 

合        計 828 

   （注）休職中及び育児休業中の者を除く。 
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（３）附属機関 

 

機 関 名 審 議 事 項 根 拠 法 規 委 員 構 成 委 員 数 任 期 

広島県子ど
も・子育て
審議会 

都道府県子ども・子育て支
援事業支援計画の策定又は
変更について意見を述べ，
並びに子ども・子育て支援
に関する施策の総合的かつ
計画的な推進に関し必要な
事項及び当該施策の実施状
況を調査審議する。  
就学前の子どもに関する教
育，保育等の総合的な提供
の推進に関する法律の規定
に基づき，幼保連携型認定
こども園に関し，その権限
に属させられた事項につい
て調査審議する。   
児童福祉に関する事項につ
いて調査審議する。 

子ども・子育て支援法 
就学前の子どもに
関する教育，保育等
の総合的な提供の
推進に関する法律 
児童福祉法 

子どもの保護者 
子ども・子育て支援に
関する事業に従事する
者 
優れた識見を有する者 

25 人以内 2 年 

広島県医療
審議会 

医療法の規定によりその権
限に属させられた事項を調
査審議するほか，知事の諮
問に応じ，県における医療
を提供する体制の確保に関
する重要事項を調査審議す
る。 

医療法 
医療法施行令 

県職員 
関係官公庁職員 
医師等医療担当者 
医療を受ける立場にあ
る者 
学識経験者 

30 人以内 2 年 

広島県衛生
検査所精度
管理専門委
員会 

臨床検査技師等に関する法
律第二十条の三第一項の登
録を受けた衛生検査所にお
ける検査の業務の管理及び
精度の確保に関する事項に
ついて調査審議する。 

広島県附属機関設
置条例 

衛生検査所の精度管理
に関し識見を有する者 

5 人以内 2 年 

広島県がん
対策推進委
員会 

がん対策推進計画の策定又
は変更に関する事項並びに
がん対策の推進に関する基
本的かつ総合的な施策及び
重要事項について調査審議
する。 

広島県がん対策推
進条例 

がん患者等，患者団体
その他の関係団体を代
表する者 
保健医療福祉関係者 
学識経験のある者 
関係行政機関の職員 

15 人以内 2 年 

広島県原子
爆弾被爆者
健康管理手
当等合同審
査会 

原子爆弾被爆者に対する援
護に関する法律に基づく医
療特別手当及び健康管理手
当の支給の認定について審
査する。 

広島県附属機関設
置条例 

医師 
学識経験を有する者 

10 人以内 2 年 

広島県精神
保健福祉審
議会 

精神保健及び精神障害者の
福祉に関する事項について
調査審議する。 

精神保健及び精神
障害者福祉に関す
る法律 
広島県精神保健福
祉審議会条例 

精神保健福祉に関し学
識経験を有する者 
精神障害者の医療に関
する事業に従事する者 
精神障害者の社会復帰
の促進を図るための事
業等に従事する者 

10 人以内 3 年 
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機 関 名 審 議 事 項 根 拠 法 規 委 員 構 成 委 員 数 任 期 

広島県精神
医療審査会 

措置入院者及び医療保護入
院者の定期報告に係る入院
の要否について審査する。 
医療保護入院届出に係る入
院の要否について審査す
る。 
入院中の者の退院等の請求
について審査する。 

精神保健及び精神
障害者福祉に関す
る法律 

精神障害者の医療に関
し学識経験を有する者 
精神障害者の保健又は
福祉に関し学識経験を
有する者 
法律に関し学識経験を
有する者 

25 人以内 2 年 

広島県指定
難病審査会 

難病の患者に対する医療等
に関する法律の規定に基づ
き，特定医療費の支給認定
をしないことに関し審査す
る。 

難病の患者に対す
る医療等に関する
法律 

指定難病に関し学識経
験を有する者（指定医
である者に限る） 

20 人以内 2 年 

広島県小児
慢性特定疾
病審査会 

児童福祉法の規定に基づ
き，小児慢性特定疾病医療
費の支給認定をしないこと
に関し審査する。 

児童福祉法 
小児慢性特定疾病に関
し知見を有する医師そ
の他の関係者 

4 人以内 2 年 

広島県生活
衛生適正化
審議会 

生活衛生関係営業の運営の 

適正化及び振興に関する法 

律の施行に関する重要事項 

を調査審議する。 

生活衛生関係営業の
運営の適正化及び振
興に関する法律 
生活衛生関係営業の
運営の適正化及び振
興に関する法律施行
令 
広島県生活衛生適
正化審議会条例 

学識経験のある者 
生活衛生関係営業者の
意見を代表する者 
利用者又は消費者の意
見を代表する者 

20 人以内 2 年 

広島県薬事
審議会 

医薬品，医療機器等の品質，
有効性及び安全性の確保等
に関する法律及び広島県薬
事審議会条例の規定に基づ
き，薬事に関する事項につ
いて調査審議する。 

医薬品，医療機器等
の品質，有効性及び
安全性の確保等に
関する法律 
医薬品，医療機器等
の品質，有効性及び
安全性の確保等に
関する法律施行令 
広島県薬事審議会
条例 

県及び関係行政機関の
職員 
学識経験者 
薬事に関する業務に従
事する者 
消費者の意見を代表す
る者 

20 人以内 
（薬事に関する
業務に従事する
者並びに消費者
の代表者から任
命する委員は， 
同数。） 

県及び関係
行政機関の
職員 なし 
その他 2 年 

広島県麻薬
中毒審査会 

麻薬及び向精神薬取締法の
規定に基づき，麻薬中毒者
医療施設に入院した者の入
院継続の適否について審査
する。 

麻薬及び向精神薬
取締法 
麻薬及び向精神薬
取締法施行令 
広島県麻薬中毒審
査会条例 

法律又は麻薬中毒者の
医療に関し学識経験を
有する者 

5 人 

知事が措置入
院者につき入
院を継続する
必要があると
認めるときか
ら，措置入院
者が退院した
ときまで 

広島県献血
推進審議会 

安全な血液製剤の安定供給
の確保等に関する法律第十
条第四項の規定による広島
県献血推進計画の策定及び
献血推進に関する重要事項
について調査審議する。 

広島県附属機関設
置条例 

関係団体の職員 
関係行政機関の職員 
献血推進に関し識見を
有する者 

30 人以内 2 年 

広島県准看
護師試験委
員 

准看護師の試験の実施に関 
する事務のほか，准看護師 
免許の取り消し又は業務停 
止の処分について調査審議 
する。 

保健師助産師看護
師法 
広島県准看護師試
験委員条例 

県職員 
医師 
看護師 
学識経験者 

10 人以内 
県職員なし 
その他 2年 

広島県食育
推進会議 

広島県食育推進計画を策定
及びその実施を推進するこ
とについて審議する。 

食育基本法 
広島県食育基本条
例 

食育に関して知識と経
験を有する者 

20 人以内 2 年 
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機 関 名 審 議 事 項 根 拠 法 規 委 員 構 成 委 員 数 任 期 

広島県国民

健康保険審

査会 

保険給付に関する処分又は

保険料その他同法の規定に

よる徴収金に関する処分に

対する審査請求について審

査する。 

国民健康保険法 

被保険者を代表する者 

保険者を代表する者 

公益を代表する者 

被保険者代表

3人 

保険者代表 

3 人 

公益代表 3人 

3 年 

広島県後期

高齢者医療

審査会 

後期高齢者医療給付に関す

る処分又は保険料その他高

齢者の医療の確保に関する

法律の規定による徴収金に

関する処分に対する審査請

求について審査する。 

高齢者の医療の確

保に関する法律 

国民健康保険法 

高齢者の医療の確

保に関する法律施

行令 

被保険者を代表する者 

後期高齢者医療広域連

合を代表する者 

公益を代表する者 

被保険者代表

3人 

後期高齢者広

域連合代 

表 3人 

公益代表 3人 

3 年 

広島県介護

保険審査会 

保険給付に関する処分又は

保険料その他この法律の規

定による徴収金に関する処

分に対する審査請求につい

て審査する。 

介護保険法 

広島県介護保険審

査会の公益を代表

する委員の定数を

定める条例 

市町を代表する者 

被保険者を代表する者 

公益を代表する者 

市町代表 3人 

被保険者代表

3人 

公益代表39人

以内 

3 年 

広島県国民

健康保険運

営協議会 

国民健康保険法の規定に基

づき，国民健康保険事業の

運営に関する事項を審議す

る。 

国民健康保険法 

国民健康保険法施

行令 

広島県国民健康保

険運営協議会条例 

被保険者を代表する者 

保険医又は保険薬剤師

を代表する委員 

公益を代表する者 

被用者保険等保険者を

代表する者 

被保険者代表 

4 人 

保険医又は保

険薬剤師代表 

4 人 

公益代表 4人 

被用者保険等

保険者代表 

2 人 

3 年 

広島県社会

福祉審議会 

社会福祉法の規定に基づ

き，社会福祉に関する事項

（精神障害者福祉に関する

事項を除く。）を調査審議す

る。 

社会福祉法 

広島県社会福祉審

議会条例 

住民代表（県議会の議

員等） 

社会福祉事業に従事す

る者 

学識経験者 

35 人以内 3 年 

広島県障害

者施策推進

協議会 

障害者基本法の規定に基づ

き，障害者施策の総合的か

つ計画的な推進について必

要な事項及び障害者に関す

る施策の推進について必要

な関係行政機関相互の連絡

調整を要する事項を調査審

議する。 

障害者基本法 

広島県障害者施策

推進協議会条例 

関係行政機関の職員 

学識経験者 

障害者 

障害者福祉従事者 

21 人以内 

行政機関の

職員 なし 

その他 2 年 

広島県障害

者介護給付

費等不服審

査会 

障害者総合支援法及び児童

福祉法の規定に基づき，介

護給付費等に係る処分に対

する不服を審査する。 

障害者総合支援法 

児童福祉法 

広島県障害者介護

給付費等不服審査

会条例 

障害者等の保健又は福

祉に関する学識経験者 
15 人以内 3 年 

広島県感染

症診査協議

会 

感染症患者等に対する就業 

制限の通知，入院の勧告， 

入院の期間の延長及び結核 

患者が結核指定医療機関の 

医療を受けるために必要な 

費用の公費負担に関する必 

要な事項を審議する。 

感染症の予防及び

感染症の患者に対

する医療に関する

法律 

広島県感染症診査

協議会条例 

感染症指定医療機関の

医師 

感染症の患者の医療に

関し学識経験を有する

者 

法律に関し学識経験を

有する者 

医療及び法律以外の学

識経験を有する者 

10 人以内 2 年 
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２ 行政組織別分掌事務 

 

健康福祉総務課 

一 健康福祉局の庶務及び経理に関すること。 

二 健康福祉局内の連絡調整に関すること。 

三 保健福祉関係職員に対する研修の総合調整に関すること。（健康福祉局中他課の所掌に属するものを

除く。） 

四 社会福祉統計、保健統計及び人口動態統計に関すること。 

五 厚生環境事務所に関すること。（他局及び健康福祉局中他課の所掌に属するものを除く。） 

六 保健所に関すること。（他局及び健康福祉局中他課の所掌に属するものを除く。） 

七 健康福祉局中他課の所掌に属しないこと。 

 

健康危機管理課 

一 健康危機管理の総合調整に関すること。（他の局課の所掌に属するものを除く。） 

二 救急医療体制の確保に関すること。 

三 災害医療に関すること。 

四 災害救助法（昭和二十二年法律第百十八号）に関すること。 

五 災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和四十八年法律第八十二号）に関すること。 

六 被災者生活再建支援法（平成十年法律第六十六号）に関すること。 

七 保健師に対する研修の総合調整に関すること。 

八 保健師業務の総合調整に関すること。 

九 健康危機管理に係る研修に関すること。 

 

新型コロナウイルス感染症対策担当 

一 新型コロナウイルス感染症対策の総合調整に関すること。 

二 感染症予防に関すること。 

三 予防接種に関すること。（ワクチン政策担当課長の所掌に属するものを除く。） 

四 検疫に関すること。 

五 広島県感染症・疾病管理センターに関すること。 

六 広島県感染症診査協議会の総括に関すること。 

七 その他予防衛生に関すること。 

 

子供未来応援課 

一 ひろしま子供の未来応援プランの推進に関すること。 

二 少子化対策に関すること。（他局及び健康福祉局中他課の所掌に属するものを除く。） 

三 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）に基づく療育及び子育て支援（放課後児童健全育成

事業を除く。）に関すること。 

四 母子保健に関すること。 

五 母体保護に関すること。 
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六 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号。以

下「障害者総合支援法」という。）に基づく自立支援医療（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律施行令（平成十八年政令第十号。以下「障害者総合支援法施行令」という。）第一

条の二第一号に規定する医療に係るものに限る。）に関すること。 

七 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）に関すること。（他局及び健康福祉局中他課

の所掌に属するものを除く。） 

八 次世代育成支援対策推進法（平成十五年法律第百二十号）に関すること。（他局及び健康福祉局中他

課の所掌に属するものを除く。） 

九 子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成二十五年法律第六十四号）に関すること。（他局及び健

康福祉局中他課の所掌に属するものを除く。） 

十 広島県子ども・子育て審議会に関すること。 

十一 公益財団法人ひろしまこども夢財団に関すること。 

 

安心保育推進課 

一 児童福祉法に基づく保育及び放課後児童健全育成事業に関すること。 

二 子ども・子育て支援法に基づく保育事業に関すること。 

三 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十

七号）に関すること。（他局の所掌に属するものを除く。） 

 

こども家庭課 

一 児童福祉法に関すること。（健康福祉局中他課の所掌に属するものを除く。） 

二 児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号）に関すること。 

三 児童福祉の理念に関する普及啓発に関すること。  

四 児童の健全育成に関すること。 

五 児童に関する調査統計に関すること。 

六 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）に関すること。 

七 母子家庭の福祉の向上に関すること。 

八 寡婦の福祉の向上に関すること。 

九 父子家庭の福祉の向上に関すること。 

十 売春防止法（昭和三十一年法律第百十八号）に関すること。 

十一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成十三年法律第三十一号）に関す

ること。 

十二 児童手当法（昭和四十六年法律第七十三号）に関すること。 

十三 児童扶養手当法（昭和三十六年法律第二百三十八号）に関すること。 

十四 子ども手当に関すること。 

十五 民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律（平成二十八年法

律第百十号）に関すること。 

十六 こども家庭センターに関すること。 

十七 広島県立広島学園に関すること。 
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十八 他局及び健康福祉局中他課の所掌に属しない児童に関すること。 

 

被爆者支援課 

一 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成六年法律第百十七号）に関すること。 

二 原爆被爆者援護団体の指導及び原爆被爆者対策の調整に関すること。 

三 毒ガス障害者の援護に関すること。 

四 在外被爆者の援護に関すること。 

五 放射線被曝者医療国際協力推進協議会に関すること。 

六 広島県原子爆弾被爆者健康管理手当等合同審査会に関すること。 

七 その他原子爆弾被爆者等の援護に関すること。 

 

疾病対策課 

一 難病に関すること。 

二 特定疾患に関すること。 

三 小児慢性特定疾病に関すること。 

四 自殺対策基本法（平成十八年法律第八十五号）に関すること。（他局及び健康福祉局中他課の所掌に

属するものを除く。） 

五 精神保健及び精神障害者福祉に関すること。 

六 広島県立総合精神保健福祉センターに関すること。 

七 広島県精神保健福祉審議会に関すること。 

八 広島県精神医療審査会に関すること。 

九 広島県指定難病審査会に関すること。 

十 広島県小児慢性特定疾病審査会に関すること。 

十一 その他疾病対策に関すること。（健康福祉局中他課の所掌に属するものを除く。） 

 

食品生活衛生課 

一 理容師及び理容所に関すること。 

二 美容師及び美容所に関すること。 

三 興行場、旅館業及び公衆浴場に関すること。 

四 住宅宿泊事業法（平成二十九年法律第六十五号）に係る届出、指導監督及び報告に関すること。 

五 公衆浴場入浴料金の統制額の指定に関すること。 

六 クリーニング業に関すること。 

七 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関すること。 

八 墓地、埋葬、火葬等に関すること。 

九 建築物における衛生的環境の確保に関すること。 

十 生活衛生調査に関すること。 

十一 水道に関すること。（企業局の所掌に属するものを除く。） 

十二 食品衛生に関すること。 

十三 食品表示法（平成二十五年法律第七十号）に基づくアレルゲン、消費期限その他の健康の保護を
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図るために必要な食品の表示に関すること。 

十四 製菓衛生師に関すること。 

十五 と畜場及びと畜に関すること。 

十六 食鳥処理場及び食鳥処理に関すること。 

十七 狂犬病予防並びに動物の愛護及び管理に関すること。 

十八 広島県食肉衛生検査所に関すること。 

十九 広島県動物愛護センターに関すること。 

二十 広島県生活衛生適正化審議会に関すること。 

 

薬務課 

一 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十

五号）に関すること。（農林水産局畜産課の所掌に属するものを除く。） 

二 薬剤師法（昭和三十五年法律第百四十六号）に関すること。 

三 麻薬及び向精神薬取締法（昭和二十八年法律第十四号）に関すること。 

四 あへん法（昭和二十九年法律第七十一号）に関すること。 

五 大麻取締法（昭和二十三年法律第百二十四号）に関すること。 

六 温泉法（昭和二十三年法律第百二十五号）に関すること。 

七 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭和三十一年法律第百六十号）に関すること。 

八 有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律（昭和四十八年法律第百十二号）に関すること。 

九 毒物及び劇物取締法（昭和二十五年法律第三百三号）に関すること。 

十 覚醒剤取締法（昭和二十六年法律第二百五十二号）に関すること。 

十一 医薬品の適正使用に関すること。 

十二 献血の推進に関すること。 

十三 生物学的製剤の管理及び医薬品その他の衛生用物資の需給調整に関すること。 

十四 医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器、再生医療等製品等の情報処理及び生産指導に関するこ

と。 

十五 薬用植物に関すること。 

十六 薬事工業生産動態等統計調査に関すること。 

十七 肝炎対策に関すること。 

十八 広島県薬事審議会に関すること。 

十九 広島県麻薬中毒審査会に関すること。 

二十 広島県献血推進審議会に関すること。 

二十一 他局及び健康福祉局中他課の所掌に属しない薬事に関すること。 

 

ワクチン政策担当 

新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の推進及び体制の整備に関すること。 
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医療介護政策課 

一 医療介護施策の企画立案及び総合調整に関すること。 

二 保健医療計画の推進に関すること。 

三 地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第六十四号）に基づ

く広島県計画の推進に関すること。 

四 高齢者プランの推進に関すること。 

五 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）に基づく病床転換助成事業に関す

ること。 

六 小児医療に関すること。 

七 周産期医療に関すること。 

八 地域保健対策協議会に関すること。 

 

医療機能強化担当 

高度医療機能及び地域医療体制の確保に関すること。 

 

医療介護基盤課 

一 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）に関すること。 

二 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に関すること。（健康福祉局中他課の所掌に属するもの

を除く。） 

三 歯科技工士法（昭和三十年法律第百六十八号）に関すること。 

四 臨床検査技師等に関する法律（昭和三十三年法律第七十六号）に関すること。 

五 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和六十二年法律第三十号）に関すること。 

六 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成十七年法律第百五十四号）

に関すること。 

七 医師及び歯科医師に関すること。 

八 診療放射線技師及び診療エックス線技師に関すること。 

九 保健師、助産師、看護師等に関すること。（健康危機管理課の所掌に属するものを除く。） 

十 理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士に関すること。 

十一 視能訓練士に関すること。 

十二 あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師等に関すること。 

十三 介護保険法（平成九年法律第百二十三号）に基づく介護支援専門員に関すること。 

十四 医師確保対策に関すること。 

十五 へき地医療に関すること。 

十六 死因究明の施策に関すること。 

十七 医療金融に関すること。 

十八 介護保険法に基づく介護員養成研修及び福祉用具専門相談員指定講習に関すること。 

十九 介護福祉人材の就業支援に関すること。 

二十 角膜、臓器及び骨髄移植に関すること。 

二十一 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）に基づく老人居宅生活支援事業、老人福祉施設
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及び有料老人ホームに関すること。 

二十二 介護保険法に基づく事業者及び施設に関すること。 

二十三 社会福祉法人、社会福祉連携推進法人及び社会福祉施設の指導監査に関すること。 

二十四 広島県医療審議会に関すること。 

二十五 広島県衛生検査所精度管理専門委員会に関すること。 

二十六 広島県三次看護専門学校に関すること。 

二十七 広島県健康福祉センターに関すること。 

二十八 広島県准看護師試験委員に関すること。 

二十九 公益財団法人広島県地域保健医療推進機構に関すること。 

 

健康づくり推進課 

一 健康づくりの推進に関すること。 

二 健康増進に関すること。 

三 食育に関すること。（農林水産局販売・連携推進課の所掌に属するものを除く。） 

四 歯科保健に関すること。 

五 栄養士及び調理師に関すること。 

六 栄養改善に関すること。 

七 石綿健康被害の救済に関すること。 

八 がん対策に関すること。 

九 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健康診査及び特定保健指導に関すること。（国民健康

保険課の所掌に属するものを除く。） 

十 食品表示法に基づく栄養成分の量及び熱量その他の健康の増進を図るために必要な食品の表示に関

すること。 

十一 広島県立広島がん高精度放射線治療センターに関すること。 

十二 広島県食育推進会議に関すること。 

十三 広島県がん対策推進委員会に関すること。 

 

医療介護保険課 

一 国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）に基づく保健医療機関等の指導監査に関するこ

と。 

二 高齢者の医療の確保に関する法律に関すること。（健康福祉局中他課の所掌に属するものを除く。） 

三 介護保険法に関すること。（健康福祉局中他課の所掌に属するものを除く。） 

四 広島県後期高齢者医療審査会に関すること。 

五 広島県介護保険審査会に関すること。 

 

国民健康保険課 

一 国民健康保険法に関すること。（医療介護保険課の所掌に属するものを除く。） 

二 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健康診査及び特定保健指導に関すること。（国民健康

保険に係るものに限る。） 
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三 広島県国民健康保険運営協議会に関すること。 

四 広島県国民健康保険審査会に関すること。 

 

地域共生社会推進課 

一 地域共生社会の基盤づくりに関すること。 

二 地域共生社会の推進に関する企画、普及啓発及び総合調整に関すること。 

三 地域福祉支援計画の推進に関すること。 

四 地域包括ケア体制の構築に関すること。 

五 在宅医療に関すること。 

六 認知症施策に関すること。（健康福祉局中他課の所掌に属するものを除く。） 

七 老人福祉法に関すること。（医療介護政策課及び医療介護基盤課の所掌に属するものを除く。） 

八 民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）に関すること。 

九 生活福祉資金に関すること。 

十 地域福祉活動の推進に関すること。 

十一 広島県社会福祉審議会に関すること。 

 

社会援護課 

一 生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）に関すること。 

二 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成六年法律第三十号）に関すること。 

三 生活困窮者自立支援法（平成二十五年法律第百五号）に関すること。（他局及び健康福祉局中他課の

所掌に属するものを除く。） 

四 行旅病人及行旅死亡人取扱法（明治三十二年法律第九十三号）に関すること。 

五 ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法（平成十四年法律第百五号）に関すること。（他局及

び健康福祉局中他課の所掌に属するものを除く。） 

六 未帰還者留守家族等援護法（昭和二十八年法律第百六十一号）に関すること。 

七 引揚者給付金等支給法（昭和三十二年法律第百九号）に関すること。 

八 引揚者等に対する特別交付金の支給に関する法律（昭和四十二年法律第百十四号）に関すること。 

九 未帰還者に関する特別措置法（昭和三十四年法律第七号）に関すること。 

十 戦没者等の妻に対する特別給付金支給法（昭和三十八年法律第六十一号）に関すること。 

十一 戦没者の父母等に対する特別給付金支給法（昭和四十二年法律第五十七号）に関すること。 

十二 戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法（昭和四十一年法律第百九号）に関すること。 

十三 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法（昭和四十年法律第百号）に関すること。 

十四 戦傷病者特別援護法（昭和三十八年法律第百六十八号）に関すること。 

十五 戦傷病者戦没者遺族等援護法（昭和二十七年法律第百二十七号）に関すること。 

十六 旧軍人、軍属等の身上の取扱い及び未帰還邦人の調査に関すること。 

十七 旧軍人及び軍属の恩給に関すること。 

十八 旧軍人、軍属等の叙位及び叙勲に関すること。 
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障害者支援課 

一 障害者総合支援法に関すること。（子供未来応援課の所掌に属するものを除く。） 

二 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）に関すること。 

三 知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）に関すること。 

四 発達障害者支援法（平成十六年法律第百六十七号）に関すること。 

五 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成二十三年法律第七十九号） 

に関すること。 

六 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成二十五年法律第六十五号）に関すること。 

七 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和三十九年法律第百三十四号）に関すること。 

八 児童福祉法に基づく障害児の福祉に関すること。 

九 福祉のまちづくりに関する普及啓発に関すること。 

十 心身障害者の扶養共済に関すること。 

十一 広島県立身体障害者更生相談所に関すること。 

十二 広島県立視覚障害者情報センターに関すること。 

十三 広島県立障害者リハビリテーションセンターに関すること。 

十四 広島県立障害者療育支援センターに関すること。 

十五 広島県立福山若草園に関すること。 

十六 広島県聴覚障害者センターに関すること。 

十七 広島県障害者施策推進協議会に関すること。 

十八 広島県障害者介護給付費等不服審査会に関すること。 

十九 社会福祉法人広島県福祉事業団に関すること。 

二十 健康福祉局中他課の所掌に属しない身体障害者、知的障害者及び精神障害者の福祉に関すること。 

 

厚生環境事務所 

一 地域支援方策の総合的企画調整に関すること。 

二 保健・医療・福祉の総合相談に関すること。 

三 保健・医療・福祉に係る計画に関すること。（他課の所掌に属するものを除く。） 

四 社会福祉法及び民生委員法に関すること。 

五 災害救助法，災害弔慰金の支給等に関する法律に関すること。 

六 介護保険法に関すること。 

七 老人福祉法に関すること。 

八 保健福祉関係情報サービスに関すること。 

九 老人福祉施設に関すること。 

 十 地域保健に関する思想の普及に係る福祉関係団体等との調整に関すること。 

 十一 児童福祉法，身体障害者福祉法，知的障害者福祉法及び障害者総合支援法に関すること。 

 十二 母子及び父子並びに寡婦福祉法に関すること。 

 十三 生活保護法に関すること。 

 十四 行旅病人及行旅死亡人取扱法に関すること。 

 十五 売春防止法に関すること。 
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 十六 児童扶養手当法に関すること。 

 十七 児童の健全育成に関すること。 

 十八 母子家庭の福祉の向上に関すること。 

 十九 寡婦の福祉の向上に関すること。 

 二十 父子家庭の福祉の向上に関すること。 

 

保健所 

 一 医療及び医薬品に関すること。 

 二 歯科技工士，あん摩マッサージ指圧師，はり師，きゅう師，柔道整復師および臨床検査技師等に関

すること。 

 三 角膜，臓器及び骨髄移植に関すること。 

 四 救急医療に関すること。 

 五 地域保健に関する思想の普及及び向上に関すること。 

 六 人口動態統計その他地域保健に係る統計に関すること。 

七 歯科保健に関すること。 

八 感染症の予防に関すること。 

九 治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病により長期に療養を必要とする者の保健に関す

ること。 

 十 精神保健及び精神障害者福祉に関すること。 

 十一 地域包括ケア体制の構築に関すること。 

 十二 母子及び乳幼児並びに老人の保健に関すること。 

 十三 栄養の改善及び食品衛生に関すること。 

 十四 水道及び生活環境の向上に関すること。 

 十五 エイズ，結核，性病，伝染病その他の疾病の予防に関すること。 

 十六 小児特定疾患に関すること。 

 十七 衛生上の試験及び検査に関すること。 

 十八 その他地域住民の健康の保持及び増進に関すること。 

 

こども家庭センター 

 一 児童福祉法による市町に対する技術的な援助及び助言に関すること。 

 二 児童に関する相談に関すること。 

 三 児童及びその家庭に関する調査及び判定に関すること。 

 四 児童及びその保護者の指導に関すること。 

 五 児童福祉法による児童等に対する措置に関すること。 

 六 児童の一時保護に関すること。（広島県北部こども家庭センターを除く。） 

七 児童福祉法による障害児施設給付費，特定入所障害児食費等給付費及び障害児施設医療費の支給決

定並びに障害児施設等の利用に係る情報の提供，相談及び助言，あっせん，調整並びに要請に関する

こと。 

八 市町の知的障害者の更生援護の実施に関し，市町相互間の連絡及び調整，市町に対する情報の提供 
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   その他必要な援助に関すること。 

九 知的障害者に対する専門的な知識及び技術を要する相談及び指導に関すること。 

 十 １８歳以上の知的障害者の医学的，心理学的及び職能的判定に関すること。 

 十一 障害者総合支援法による市町に対する技術的事項についての協力その他必要な援助に関すること。 

 十二 売春防止法に基づく要保護女子等問題を抱えた女性に関する相談，医学的，心理学的及び職能的

判定，自立支援等に関すること。 

 十三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律に基づく配偶者暴力相談支援センター

として，配偶者又は生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営

んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの暴力被害者支援に関する相談，医学的又は心

理学的な指導，関係機関との調整，自立支援等に関すること。 

 十四 売春防止法及び配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律に基づく一時保護に関

すること。（広島県西部こども家庭センターに限る。） 

 十五 広島県西部こども家庭センターは，前各号に規定する事務のほか，次に掲げる事務を分掌する。 

   ①他のこども家庭センターの援助及び連絡に関すること。 

   ②児童福祉法施行規則（昭和二十三年厚生省令第十一号）第四条に規定する中央児童相談所として

の業務に関すること。 

③児童相談業務に関する県及び広島市の連携推進に関すること。 

 

広島学園 

不良行為をし，又はするおそれのある児童その他家庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を要

する児童を入園させるなど，個々の児童の状況に応じて必要な指導を行い，その自立を支援する。 

 

三次看護専門学校 

 保健師助産師看護師法に基づく看護師養成所として，看護師になろうとする者に対し，必要な知識及び 

技術を教授し，社会に貢献できる人材を育成する。 

 

総合精神保健福祉センター 

 一 精神保健及び精神障害者の福祉に関する知識の普及を図り，及び調査研究を行うこと。 

 二 精神保健及び精神障害者の福祉に関する相談及び指導のうち複雑又は困難なものを行うこと。 

 三 精神医療審査会の事務を行うこと。 

 四 精神障害者保健福祉手帳の交付申請に対する決定に関する事務のうち専門的な知識及び技術を必要

とするものを行うこと。 

 五 回復途上にある精神障害者に，生活指導及び作業指導を行うこと。 

 六 第二号及び前号の業務に付随する診療を行うこと。 

七 障害者総合支援法に基づく自立支援医療（障害者総合支援法施行令第一条の二第三号に規定する医

療に限る。）に係る支給認定に関する事務のうち専門的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。 

八 障害者総合支援法による市町に対する技術的事項についての協力その他必要な援助に関すること。 

九 その他精神保健及び精神障害者の福祉対策の推進を図るために必要な業務を行うこと。 
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食肉衛生検査所 

 一 食鳥検査に関すること。 

 二 食鳥処理業者の指導及び監督に関すること。 

 三 前二号のほか，食鳥処理及び食鳥処理場に関すること。 

 

動物愛護センター 

 一 動物の愛護指導に関すること。 

 二 犬の拘留に関すること。 

 三 犬及びねこの引取りに関すること。 

 四 疾病・負傷動物の収容に関すること。 

 五 前各号のほか，動物の愛護及び狂犬病予防に関すること。（保健所の所掌に属するものを除く。） 

 

身体障害者更生相談所 

 一 市町の行う身体障害者の更生援護の実施に関し，市町相互間の連絡調整，市町に対する情報の提供

その他必要な援助を行うこと及びこれらに付随する業務を行うこと。 

 二  身体障害者に関する相談及び指導のうち，特に専門的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。 

 三 身体障害者の医学的，心理学的及び職能的判定を行うこと。 

 四 障害者総合支援法による市町に対する技術的事項についての協力その他必要な援助に関すること。 

 五 障害者総合支援法に基づく自立支援医療（障害者総合支援法施行令第一条の二第二号に規定する医

療に限る。）に係る市町に対する援助に関すること。 

 六 障害者総合支援法による補装具費に係る市町に対する援助に関すること。 

七 必要に応じ，障害者総合支援法に規定する補装具の処方及び適合判定を行うこと。 
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３ 地方機関所在地 

                          

名  称 所 在 地 電話番号 

厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所 

西 部 厚 生 環 境 事 務 所 

西 部 保 健 所 
〒738-0004 廿日市市桜尾二丁目 2-68 (0829)32-1181 

 広 島 支 所 〒730-0011 広島市中区基町 10-52 (082)228-2111 

 呉 支 所  〒737-0811 呉市西中央一丁目 3-25 (0823)22-5400 

西 部 東 厚 生 環 境 事 務 所 

西 部 東 保 健 所 
〒739-0014 東広島市西条昭和町 13-10 (082)422-6911 

東 部 厚 生 環 境 事 務 所 

東 部 保 健 所 
〒722-0002 尾道市古浜町 26-12 (0848)25-2011 

 福 山 支 所 〒720-8511 福山市三吉町一丁目 1-1 (084)921-1311 

北 部 厚 生 環 境 事 務 所 

北 部 保 健 所 
〒728-0013 三次市十日市東四丁目 6-1 (0824)63-5181 

こ
ど
も
家
庭 

セ
ン
タ
ー 

広島県西部こども家庭センター  〒734-0003 広島市南区宇品東四丁目 1-26 (082)254-0381 

広島県東部こども家庭センター 〒720-0838 福山市瀬戸町山北 291-1 (084)951-2340 

広島県北部こども家庭センター 〒728-0013 三次市十日市東四丁目 6-1 (0824)63-5181 

広 島 県 立 広 島 学 園               〒739-0151 東広島市八本松町原 10844 (082)429-0351 

広島県立三次看護専門学校               〒728-0023 三次市東酒屋町 10518-1 (0824)62-5141 

広島県立総合精神保健福祉センター 〒731-4311 安芸郡坂町北新地二丁目 3-77 (082)884-1051 

広 島 県 食 肉 衛 生 検 査 所               〒728-0013 三次市十日市東四丁目 6-1 (0824)63-1305 

広 島 県 動 物 愛 護 セ ン タ ー               〒729-0413 三原市本郷町南方 8915-2 (0848)86-6511 

広島県立身体障害者更生相談所 〒739-0036 東広島市西条町田口 295-3 (082)425-1455 

    

 

 



 

 

 

 

 

 

Ⅱ 予 算         

 

 

 

 

 

 

 



                  

    

                    

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ４ 年 度 
 

 

 

 

当 初 予 算  の 概 要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 福 祉 局 
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令和４年度当初予算総括表 

１ 一 般 会 計 

                                                                        （単位：千円） 

区   分 

令 和  ４  年  度  当  初  予  算  額 令和３年度 

当初予算額 

比    較 

 国庫 

支出金 
その他 一般財源 

Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ 

Ａ Ｂ  ％ 

民生費 141,059,689 7,591,188 8,063,709 125,404,792 131,089,158 9,970,531 107.6 

衛生費 118,614,010 60,692,515 4,213,938 53,707,557 79,323,800 39,290,210 149.5 

公債費 868 0 3,045 △2,177 6,444 △5,576 13.5 

計 259,674,567 68,283,703 12,280,692 179,110,172 210,419,402 49,255,165 123.4 

 

２ 特 別 会 計  

（１）母子・父子・寡婦福祉資金特別会計                                              （単位：千円） 

区   分 

令 和  ４  年  度  当  初  予  算  額 令和３年度 

当初予算額 

比    較 

 
繰入金 繰越金 諸収入 県 債 

Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ 

Ａ Ｂ  ％ 

母子・父子 

・寡婦 

福祉資金 

457,867 2,676 273,011 182,180 0 450,763 7,104 101.6 

 

（２）国民健康保険事業費特別会計                                                   （単位：千円） 

区   分 

令 和  ４  年  度  当  初  予  算  額 令和３年度 

当初予算額 
 

Ｂ 

比    較 

 分担金 

・負担金 

国庫 

支出金 
その他 繰入金 

Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ 

Ａ  ％ 

国民健康保険

事業費 
229,597,784 65,535,677 62,045,931 87,917,683 14,098,493 234,352,859 △4,755,075 98.0 
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令和４年度当初予算主要事業一覧 
（令和３年度２月補正予算〔国の第一次補正予算を活用した県の補正予算〕を含む） 

 

事  業  名  等 事業費（千円） ページ 
■ 新型コロナウイルス感染症対策への対応 

１ 新型コロナウイルス感染症対策事業【２月補正含む】 42,819,899 3 

 

（１）感染拡大防止対策 6,398,896 4 

（２）医療提供体制の確保 34,549,377 
5 

（３）３密を避けた事業継続と雇用維持 3,000 

（４）安心・安全な県民生活 1,868,626 6 

■ それぞれの欲張りなライフスタイルの実現 

□県民の挑戦を後押し 

  ◆県民が抱く不安を軽減し『安心』につなげる 

 

２ ひろしま版ネウボラ構築事業 104,730 7 

３ 子供の予防的支援構築事業 179,079 8 

４ 未来をはぐくむ「ひろしま安心保育」推進事業 398,950 9 

５ 児童虐待防止対策事業 1,241,703 10 

６ 特定不妊治療支援事業【２月補正含む】 362,807 11 

７ 子育て家庭支援基盤整備事業【２月補正含む】 46,699 12 

８ 地域医療介護総合確保事業 7,275,781 13 

９ 総合診療専門医確保・育成事業 3,157 14 

10 働き盛り世代への健康づくり推進事業 43,161 15 

11 がん対策推進事業（がん検診） 54,119 16 

12 がん患者アピアランスケア推進事業 38,595 17 

13 地域福祉支援機能検討事業 1,082 18 

14 地域共生社会推進事業 45,854 19 

15 医療的ケア児支援体制整備事業【２月補正】 2,000 20 

16 看護・介護職員等処遇改善事業【２月補正含む】 5,006,281 21 

17 いのちを守る！動物愛護推進事業 45,891 22 

18 福祉医療費公費負担事業 6,301,899 23 



 

 

１ 新型コロナウイルス感染症対策事業 （一部国庫）【２月補正含む】 
令和４年度当初予算額      41,226,249 千円 

令和３年度２月補正予算額   1,593,650千円（R3当初予算額 4,918,991千円） 
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１ 目的 

  新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するとともに，様々な課題に迅速かつ適切に対

処する。 

 

２ 事業内容 
                                    

区 分 内    容 
令 和 ３ 年 度 

２月補正予算額 

令 和 ４ 年 度 

当 初 予 算 額 

感染拡大防止

対策 

一般

会計 

PCR 検査体制強化事業 

感染症対策急性期医療チーム派遣事

業 ほか 

― 6,398,896 

医療提供体制

の確保 

医療提供体制確保事業 

宿泊療養施設等確保事業 ほか 
― 34,549,377 

３密を避けた

事業継続と雇

用維持 

生産活動活性化支援事業 3,000 ― 

安心・安全な 

県民生活 

介護サービス継続支援事業 

障害福祉サービス提供体制確保事業 

ほか 

1,153,054 277,976 

特別

会計 

〔国民健康保険事業費特別会計〕 

国民健康保険保険料等減免助成事業 
437,596 ― 

一般会計合計 1,156,054 41,226,249 

特別会計合計 437,596  

 ※基金積立を除く事業費 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円） 



１ 新型コロナウイルス感染症対策事業  

（１）感染拡大防止対策 
 

令和４年度当初予算額     6,398,896千円（R3当初予算額 3,157,521千円） 
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■ 事業内容 

 区  分   内    容 R4 当初予算額 

① 
ＰＣＲ検査体制 

強化事業 

○ＰＣＲセンターの設置・運営など,早期の感染連鎖の遮断に必要な対策を継続して実

施するとともに，医療機関における検査自己負担分を補助する。 

○感染拡大地域において医療機関，介護施設等の職員を対象に定期的な検査を行い，

感染拡大を防止する。 

【期間】４～７月（４か月） 

5,676,306 

② 
感染症対策急性期 

医療チーム派遣事業 

○感染症に対応する医療チームや看護師等をクラスター発生施設等に派遣する際に必

要な活動費および損害補償保険料を補助する。 

【構成員】ＤＭＡＴ 精神保健医療チーム 看護師チーム 等 

6,010 

③ 

新型コロナウイル 

ス感染症に関する 

相談窓口設置事業 

○保健所機能の維持・強化を図るため，相談窓口の設置，検体搬送業務の外部委託等を

継続するとともに，積極的疫学調査の体制を強化する。 

・コールセンター設置（10 回線），相談職員等（15 人）の配置 

【期間】４～７月（４か月） 

94,150 

④ 

自宅療養者等健康 

観察フォローアッ 

プ事業 

○自宅療養者等に対する保健所の健康観察業務等を民間事業者に委託し，保健所の業務負

担の軽減及び自宅療養者等に対する体制の強化を図る。 

・フォローアップセンターの設置 

【期間】４～７月（４か月） 

303,639 

⑤ 感染拡大防止支援事業 

○医療資材の管理や配送について業務委託等を行う。 

・備蓄・配送業務委託，医療資材管理職員（１人）の配置 

【期間】R4.4.1～R5.3.31 

116,254 

⑥ 
入所児童等 

自立支援事業 

○児童福祉施設等で生じた人件費等のかかり増し経費を支援する。 

【補助上限額】8,000 千円/施設 

【期間】４～７月（４か月） 

24,003 

⑦ 
オンライン診療 

活用検討事業 

○新興感染症や災害発生時に活用が見込まれるオンライン診療・服薬指導について，

セミナーの開催等により普及を図り，有事においても必要な医療を受けられる体制

を構築する。 

【対象者】県内医療機関，県民 

【内容】オンライン診療実施医療機関における事例の発表等 

【方法】集合形式及び web で実施（計５回） 

11,679 

⑧ 
飲食店における 

感染予防対策事業 

○「広島積極ガード店ゴールド」の認証を引き続き実施するとともに，質の担保のた

めの再調査を実施する。 

【対象施設】新規分：約 800 施設 再調査分：約 5,000 施設  

【期間】４月～７月（４か月）  

※1/31 現在認証数 約 11,459 施設 

118,858 

⑨ 介護施設等整備事業 

○高齢者施設における感染拡大防止を図るため，簡易陰圧装置の設置やゾーニング環

境等の整備を行う事業者に対して補助する。 

【対象整備箇所数】16 か所 

47,997 

                       合      計 6,398,896 

  
 

（単位：千円） 



１ 新型コロナウイルス感染症対策事業 

（２）医療提供体制の確保   
令和４年度当初予算額     34,549,377千円（R3当初予算額  1,315,426千円） 

 （３）３密を避けた事業継続と雇用維持 
令和３年度２月補正予算額      3,000 千円(R3 当初予算額     5,776 千円) 
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■ 事業内容 
 

 区  分 内    容 R４当初予算額 

⑩ 
感染症医療提供 

体制強化事業 

○医療機関による患者等を受け入れる入院病床の確保に対する支援（空床補償）

を実施する。 

【確保数】最大 1,000 床 

【期間】４～７月（４か月） 

20,722,634 

⑪ 
宿泊療養施設 

等確保事業  

○軽症患者等が療養するための宿泊療養施設等を確保・運営する。 

【確保数】最大 3,000 室 

【期間】４～７月（４か月） 

12,909,318 

⑫ 
軽症患者等搬送 

業務委託事業  

○新型コロナウイルス感染症軽症患者等の搬送業務を民間事業者に委託する。 

【体制】搬送車両 72 台 

【期間】４～７月（４か月） 

739,977 

⑬ 医療提供体制確保事業 

○患者受入病床を確保する医療機関等の個人防護具の補助及び，重症患者に対応

する医療従事者養成研修を実施する。 

○入院及び自宅療養者等の医療費の自己負担分について公費で補助する。 

【期間】４～７月（４か月） 

143,718 

⑭ 
危機発生時における 

医療体制強化事業 

○広島大学と連携して，新興感染症，災害医療及び救命救急医療など，有事に焦

点を置いた，県の危機医療の体制強化を図る。 

・医療機関調整等を行う医師（１人）の配置 

・病院の事業継続計画策定のための研修 等 

【期間】R4.4.1～R5.3.31 

20,592 

⑮ 
薬局等に対する 

継続再開支援事業 

○新型コロナウイルス感染等で業務を行えない薬剤師が勤務する医療機関・薬局への

代替薬剤師の派遣や，業務の継続・再開に対して支援する。 

・薬剤師派遣・消毒経費補助対象数：各３施設 

4,113 

⑯ 
在宅障害者医療等 

提供体制確保事業 

○在宅の重症心身障害児（者）や，介護者等が感染した場合に，継続した医療的ケア

や障害福祉サービスの提供を行うための体制を整備する。 

・医療的ケア児等の入所や見守り支援等：14 日分 

9,025 

                    合    計 34,549,377 

 

 区  分 内    容 2 月補正予算額 

⑰ 
生産活動活性化 

支援事業 

○発注の減少等に伴う生産活動の停滞により一定程度収入が減少している就労継

続支援事業所に対し，新たな生産活動への転換や販路開拓・生産活動に係る感染

防止対策の強化に要する経費を支援する。 

【補助上限】30 万円×10 件 

【補助率】10/10 

【対象期間】R3.4.1～R4.3.31 

3,000 

                    合    計 3,000 

 

（単位：千円） 



１ 新型コロナウイルス感染症対策事業  

（４）安心・安全な県民生活   
令和４年度当初予算額        277,976 千円 

令和３年度２月補正予算額  1,590,650 千円(R3 当初予算額 440,268 千円） 
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■ 事業内容 
 区  分  内    容 R4 当初予算額 

⑱ 妊産婦総合支援事業 

○希望者に対し分娩前にＰＣＲ検査等を実施するとともに，強い不安を抱える産前や

出産直後の母子が心身のケアや家事・育児のサポートを受けやすい環境を整備す

る。 

【ＰＣＲ検査対象見込数】約 2,100 人（R4.4.1～R5.3.31） 

【産後ケア利用対象数】約 2,800 人（R4.4.1～R5.3.31） 

60,600 

⑲ 
子育て環境改善事業

（相談・交流支援） 

○子育て家庭が安心して気軽に相談・交流できるよう，市町や地域子育て支援拠点に

おいてオンライン相談・交流の支援体制を確保する。 

・オンライン通信費（タブレット 220 台） 

【期間】R4.4.1～R5.3.31 

15,309 

⑳ 
市町子育て支援事業

（特例措置分）  

○地域子ども・子育て支援事業を行う事業所において，職員が感染症対策の徹底を図

りながら事業を継続的に実施していくために係る経費等を補助する。 

【期間】R4.4.1～R5.3.31 

100,422 

㉑ 
子供の緊急一時 

預かり支援事業  

○親が感染してしまい，子供の行き場がなくなってしまうことを防ぐため，一時保護所等

で子供を預かり，保護できる環境を整備する。（県内４か所） 

・児童福祉施設等への委託，看護師等の派遣費用 等 

【期間】R4.4.1～R5.3.31 

3,936 

㉒  
介護サービス  

継続支援事業  

○新型コロナウイルス感染症の影響により，介護サービス事業所・施設等におけるか

かり増し経費等に対する支援を行うとともに，緊急時の応援派遣に係る体制を構築

する。 

【期間】R4.4.1～R5.3.31 

86,160 

㉓ 
障害福祉サービス 

提供体制確保事業 

○新型コロナウイルス感染症の影響により，障害福祉サービス等事業所におけるかか

り増し経費等に対する支援，緊急時の応援派遣に係る体制整備の構築，業務継続計

画策定のための指導者養成研修会の開催を行う。 

【期間】R4.4.1～R5.3.31 

11,549 

            合    計 277,976 

   

 地域医療介護総合

確保基金積立事業

（新型コロナ対応） 

○地域医療介護総合確保基金を活用する新型コロナ対策について，所要額を積み立て

る。 

【負担割合】 国 2/3，県 1/3 

110,701 

 
 区  分  内    容 2 月補正予算額 

㉔ 
生活福祉資金 

貸付制度補助金 

○休業や失業を理由に，一時的に資金が必要な方への緊急の貸付である，「緊急小口

資金」及び「総合支援資金」について，国の生活困窮者就労準備支援事業費等補助

金を活用し，必要な貸付原資（債権管理費を含む）を県社会福祉協議会に対し追加

補助する。 

1,135,692 

㉕ 

障害福祉サービス 

事業所等デジタル 

技術導入支援事業 

○介護業務の負担軽減や，職場環境の改善を図るため，ＩＣＴ・ロボット等の先端技

術導入に係る経費を支援する。 

【補助率】10/10 

※R4 年度へ繰越予定 

17,362 

㉖ 

国民健康保険 

保険料等 

減免助成事業 

○新型コロナウイルス感染症の影響により，一定程度収入が減少した被保険者を対象

に保険料（税）を減免した市町に対し，保険料等減免相当額を交付する。 

【補助率】10/10 

437,596 

            合    計 1,590,650 
 

 

 

（単位：千円） 



 

 

 

２ ひろしま版ネウボラ構築事業（一部国庫） 
令和４年度当初予算額  104,730 千円（R3 当初予算額 74,031 千円） 
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１ 目的 

  子育てに関する不安や負担を軽減し，子供を希望する人が安心して妊娠・出産・子育て

できる環境整備に向けて，子供と家庭に関する切れ目のない相談・支援体制である「ひろ

しま版ネウボラ」を構築する。 

 

２ 事業内容 ＜ワーク番号：01＞ 

  「ひろしま版ネウボラ」の仕組みの全県展開に向け，市町と理念を共有した上で，ある

べき機能や体制を整理した基本型に基づく取組などについて支援を行うとともに，その効

果や課題を検証し，取組の改善・強化につなげる。 

  また，ネウボラに必要な専門職人材の育成を図る。 

                                   （単位：千円） 

区 分 内    容 予算額 

ひろしま版 

ネ ウ ボ ラ  

構 築 事 業  

○ひろしま版ネウボラの実施市町の拡大【拡充】 

  ひろしま版ネウボラ実施市町（17 市町）において，基本型に

基づく取組を支援 

○基本型の評価検証 

○ひろしま版ネウボラの認知促進 

98,980 

ひろしま版 

ネ ウ ボ ラ  

市町支援事業 

〇ひろしま版ネウボラ人材育成研修 

  ネウボラ業務の質の向上を図るため，母子保健や子育て支援

業務に従事しているネウボラ相談員向けの研修等を実施 
5,750 

合    計 104,730 

 

Ｒ３導

入７市

町 

Ｒ３導

入支援

３市町 

「ひろしま版ネウボラ」の実施状況 

Ｒ３実施 13 市町 

Ｒ４実施４市町 



 

 

 

３ 子供の予防的支援構築事業（単県） 
令和４年度当初予算額  179,079千円（R3当初予算額 124,504千円） 
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１ 目的 

  子供の育ちにつながるリスクを早期に把握し，関係者で情報共有して予防的支援を行うこと

により，問題が未然に防止され，子供が心身ともに健やかに育つことを目的とする。 
 

２ 事業内容 ＜ワーク番号：01＞ 

  福祉や教育をはじめ子供の育ちに関係する様々な情報をＡＩを活用して分析することによ

り，子供や子育て家庭が抱える様々なリスクの状況を早期に察知して関係者間で情報を共有し，

最適な予防的支援を継続的に行う仕組みを構築する。 

                                  （単位：千円） 

区 分 内    容 予算額 

子供の予防的 

支援構築事業 

○ＡＩを活用した子供の予防的支援の仕組みづくり 

・モデル市町において，福祉や教育などの子供の育ちに関係

する様々な情報を集約し，ＡＩによる予測を基に子供や子

育て家庭が抱える児童虐待や不登校などの様々なリスク

を早期に把握し，関係者間（子ども家庭総合支援拠点・ネ

ウボラ・学校等）で情報を共有して最適な予防的支援を継

続的に行う仕組みを構築 

【モデル市町…府中町，府中市，海田町，三次市】 

○Ｒ４年度の取組内容 

・引き続きＡＩ予測から支援までの実証試験を実施 

【府中町，府中市】 

・ＡＩシステムの開発を実施【海田町】 

・データの試験的分析を実施【三次市】 

179,079 

 
予防的支援の 

仕組みの 

イメージ 



 

 

 

４ 未来をはぐくむ「ひろしま安心保育」推進事業（一部国庫） 

【一部新規】    
令和４年度当初予算額 398,950 千円（R3 当初予算額 556,319 千円） 
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１ 目的 

  近年の保育ニーズの増加により，待機児童が発生し，深刻な保育士不足が続いている中，

保育の質と量の確保強化を図る。 

 

２ 事業内容 ＜ワーク番号：0２＞ 

                                   （単位：千円） 

区 分 内    容 予算額 

待
機
児
童
の
解
消 

保育所入所事務 

デジタル化推進 

事業 

○待機児童解消のため，デジタル技術（AI）の導入に

より入所調整を最適化・効率化する市町に対し，経

費の一部を支援 

【対象市町】広島市 （R3 導入市町：東広島市） 

10,097 

１・２歳児受入 

促進事業 

○待機児童の大半を占める１・２歳児の受け入れを促

進するため，積極的に１・２歳児の受け入れを行う

保育施設に対して保育士の人件費相当額の補助 

【対象市町】広島市，大竹市，東広島市，廿日市市，海田町 

19,017 

保育コンシェル 

ジュ配置事業 

○保護者の働き方に合った保育サービスを紹介するコ

ンシェルジュを配置する市町への補助 

【対象市町】広島市，呉市，東広島市，海田町 
31,874 

認定こども園等 

整備補助事業 
○認定こども園及び保育所等に係る整備補助 272,434 

保
育
士
の
確
保 

保育士人材バンク 
○保育士人材バンクの運営による潜在保育士等と保育

施設のマッチング及び研修，合同就職説明会の開催等 
17,887 

保育士離職時 

届出制度 
○保育士の離職時に将来復帰する場合の届出制度の運営 5,619 

魅力ある保育所 

づくり推進事業 

○保育所の「見える化」を更に推し進めるコンテンツ

の充実を図るとともに，レーダーチャートを活用し

た保育所の質の向上の仕組みを構築 

○保育に関するワンストップサイトである「保育士ポ

ータルサイト（仮称）」の開設【新規】 

15,902 

質
の
向
上 

保育士キャリア 

アップ研修事業 

○保育士キャリアアップ研修を実施するとともに，保

育関係団体の専門研修のノウハウを取り入れて研修

の質の向上を図る 
26,120 

合    計 398,950 

 



 

 

 

５ 児童虐待防止対策事業（一部国庫）【一部新規】 
令和４年度当初予算額  1,241,703千円(R3当初予算額 248,853千円） 
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１ 目的 

  深刻化する児童虐待に対し適切に対応するため，こども家庭センターの体制や市町の相

談援助機能を強化し，子供の安全確認・安全確保の徹底を図る。 

  狭隘化している東部こども家庭センター一時保護所について，適切に被虐待児童等を保

護できる体制を整える。 

 

２ 事業内容 ＜ワーク番号：04＞ 

                                   （単位：千円） 

区 分 内    容 予算額 

児
童
虐
待
防
止
対
策
事
業 

１ 予防 7,182 

  オレンジリボン 
キャンペーン事業 

〇体罰の禁止や虐待通告について，県民の理解を得
るため，広報啓発を実施 

7,182 

２ こども家庭センターの体制強化 194,737 

  
専門スタッフの活用 〇弁護士，警察官ＯＢなどの専門スタッフを配置 160,865 

  

児童虐待対応体制 
の強化 

○こども家庭センターや市町等の機能強化に向け
た研修の実施や専門家の派遣 

○検証報告への対応として外部人材活用によるこども
家庭センターの業務改善等の実施や相談体制の充実
を図るためＳＮＳ相談窓口の整備等【一部新規】 

33,872 

３ 児童・家庭への援助 22,532 

 
子供の権利擁護事業 

○検証報告への対応として子どもの権利擁護に係
る仕組みの構築及び実施【新規】 

8,175 

  

心理的ケアの充実 
○親子支援プログラム等の保護者に対する心理教
育，育児指導の実施 

○被虐待児に対する心理療法等の実施 
3,964 

  
未成年後見人支援事業 

○社会的養護下の児童等の未成年後見人に対し費
用を助成 

10,393 

東部こども家庭センター 
一時保護所増改築事業 

○東部Ｃ一時保護所の改築工事費 
○東部Ｃ既存施設改築工事の実施設計 

1,017,252 

合    計 1,241,703  

 



 

 

 

６ 特定不妊治療支援事業（一部国庫）【一部新規】【２月補正含む】  
令和４年度当初予算額     144,369 千円  
令和３年度２月補正予算額 218,438千円（R3当初予算額  646,400千円） 
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１ 目的 

  令和４年度から特定不妊治療の保険適用に伴い，従来の助成制度は廃止されるため，移

行期の治療計画に支障が生じないよう，年度をまたぐ一回の治療に対して経過措置を講じ

るとともに，保険適用外の先進的な治療に係る自己負担を軽減し，特定不妊治療を受ける

方の治療の選択肢が減らないよう，県独自の支援制度を新たに創設し，子供を持ちたいと

願う夫婦の希望を叶えやすい環境づくりに取り組む。 

 

２ 事業内容  

区 分 内    容 
令 和 ３ 年 度 

２月補正予算額 

令 和 ４ 年 度 

当 初 予 算 額 

安心こども 

基金積立 

○特定不妊治療支援事業を行うための財源を「安

心こども基金」へ積立 127,282 ― 

 

特定不妊治

療支援事業 

①指定機関で受けた特定不妊治療費に係る経費助成 

【助成対象】 

妻の年齢が 43 歳未満の夫婦（事実婚含む） 

【助 成 額】 

治療１回あたり 30 万円を上限，子ども１人ご

と通算６回まで（年間回数制限なし） 

60,809 ― 

②指定機関で受けた特定不妊治療費のうち，年度

をまたぐ治療（１回分）に係る経費助成【新規】 

【助成対象】 

妻の年齢が 43 歳未満の夫婦（事実婚含む） 

【助 成 額】 

治療１回あたり 30 万円を上限，１回限り 

157,629 ― 

③特定不妊治療の保険適用の治療に併せて行わ

れる保険適用外の先進医療，あるいは医療機

関から申請を受けて国が審議を行っている検

査・治療に要した費用【新規】 

【助成対象】 

妻の年齢が 43 歳未満の夫婦（事実婚含む） 

【助 成 額】 

自己負担額の 1/2（１回当たり 5万円を上限） 

― 144,369 

合    計 218,438 144,369 

 

（単位：千円） 



 

 

 

７ 子育て家庭支援基盤整備事業（一部国庫）【新規】 
令和４年度当初予算額       43,639 千円 

令和３年度２月補正予算額    3,060 千円 
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１ 目的 

  妊産婦，子育て世帯，子供への一体的相談を行う機能を有する機関の整備等を推進すると

ともに，新たな家庭支援（訪問支援等）を推進していくことで，包括的な支援体制の構築を図

る。 

 

２ 事業内容  

                                   （単位：千円） 

区 分 内    容 
令 和 ３ 年 度 

２月補正予算額 

令 和 ４ 年 度 

当 初 予 算 額 

安心こども基金

積立 

○子育て家庭支援基盤整備事業を行うた

めの財源を「安心こども基金」へ積立 
31,226 ― 

 

 
区 分 内    容 

令 和 ３ 年 度 

２月補正予算額 

令 和 ４ 年 度 

当 初 予 算 額 

① 

母子保健と児 

童福祉の一体 

的な相談支援 

○母子保健と児童福祉の一体的な相談

支援を行う市町に対して，制度の円滑

な導入に資する費用を支援 

【実施市町】尾道市 

― 5,226 

② 
新たな家庭 

支援の推進 

○家事・育児等に不安・負担を抱えた家

庭に対して，訪問支援を実施 

【実施市町】東広島市 
2,862 1,549 

○家庭や学校に居場所のない子供に対

して，生活習慣の形成や学習サポート

等の支援を実施 

【実施市町】尾道市 

― 23,775 

○子供の養育が一時的に困難となった

場合の受入れ居室の整備や，一時預か

りの利用者負担軽減を行った場合の

減免相当額を支援 

【実施市町】広島市，竹原市 

198 13,089 

合    計 3,060 43,639 

 



 

 

 

８ 地域医療介護総合確保事業（一部国庫）【一部新規】    
債務［288,000 千円］ 

令和４年度当初予算額  7,275,781千円(R3当初予算額  5,202,913千円） 
 

31 

１ 目的 

  地域における限りある医療・介護資源を効果的に活用して，急性期医療から在宅医療・

介護まで一連のサービスが適切に提供されるよう，持続可能な医療提供体制と地域包括ケ

ア体制の構築を図る。 

 

２ 事業内容 ＜ワーク番号：16，18，19，20，21，22＞ 
  「地域医療介護総合確保基金」を積み立てるとともに，これを活用し，病床の機能分化・

連携，在宅医療の推進，医療従事者の確保など医療・介護サービスの提供体制の充実に向

けた事業を実施する。 

 

区 分 内    容 予算額 

地域医療介護総合 

確保基金積立 

○医療・介護サービスの提供体制を充実させるため，「地域医療介護総

合確保基金」へ積立（国 2/3，県 1/3） 
3,001,745 

 

① 
医療資源の 

効果的な活用 

○病床機能転換等に係る経費の補助【一部新規】 

○各構想区域における医療機能の分化・連携等に係る検討支援 

○高度医療・人材供給拠点（仮称）の整備に向けた検討 

○医療・介護・保健情報総合システムの機能追加 

1,945,264 

○医療機関の連携を促進する地域医療連携情報ネットワークの整備を

推進【一部新規】 
83,335 

② 
在宅医療連携 

体制の確保 

○糖尿病の専門医が少ない地域の患者に生活習慣を指導する遠隔医療

のモデル実施 

○地域包括ケアシステムの質の向上に向けた人材育成・アドバイザー派

遣等，重点的な市町支援 

○高齢者の健康づくり「通いの場」推進事業 

○心不全患者の在宅でのリハビリを支援する施設と回復期を担う医療

機関との効果的な連携体制の構築 

○在宅医療の質向上を図るため薬局・薬剤師と地域多職種との連携を推進 

○要介護高齢者に対する在宅リハビリの支援 等 

162,840 

③ 
介護サービス 

基盤の整備 

○小規模介護施設の整備支援（31 施設） 

○介護施設等の開設準備経費支援（208 施設）等 
3,164,917 

④ 
介護サービスの 

質向上と適正化 

○介護支援専門員研修向上委員会において，研修内容及び受講効果等の

評価・分析を行い，各種研修事業の充実を推進 
22,207 

⑤ 
認知症サポート 

体制の充実 

○認知症高齢者等が安心して在宅で生活するための 

成年後見制度等の普及・推進 

○医療・介護関係者の認知症高齢者への 

対応能力の向上のための研修を実施 等 

45,494 

⑥ 
医療従事者の

確保 

○広島大学ふるさと枠・岡山大学地域枠等の医学生への奨学金貸付 

○勤務医の働き方改革の推進 

○看護職員を確保するため，無料職業紹介等を実施するナースセンター

を運営 等 

（債務 288,000） 

1,695,526 

⑦ 
介護人材の 

確保・育成・定着 

○魅力ある福祉・介護の職場宣言ひろしまの認証推進 

○介護事業所へのＩＣＴ・介護ロボットの導入支援 

○介護職の魅力を伝えるセミナーイベントや小・中・高校生向けの出前

講座の実施【一部新規】 

○介護職員向けの防災研修の実施 等 

156,198 

合    計 
（債務 288,000） 

7,275,781 

 

（単位：千円） 



 

 

 

９ 総合診療専門医確保・育成事業（単県）【新規】 
令和４年度当初予算額    3,157 千円 
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１ 目的 

  全ての県民が質の高い医療・介護サービスを受けることができ，住み慣れた地域で安心し

て暮らし続けるため，患者の病だけでなく，患者・家族の生活や地域のニーズ等も含めて診る

ことのできる総合診療専門医を本県において継続的に確保・育成する。 

 

２ 事業内容  

                                   （単位：千円） 

区 分 内    容 予算額 

研修医，医学部生 

への働きかけ 

〇若手医師との意見交換会の開催 

〇県内研修プログラム等を紹介するセミナーの開催 

〇病院見学会の開催 
352 

県内指導体制の充実 

〇指導医同士の意見交換会の開催 

〇研修プログラム実施医療機関の指導環境の充実に係

る支援 
2,580 

医療機関への 

働きかけ 
〇県内医療機関訪問 225 

合    計 3,157 

 

Ｒ３導

入７市

町 

Ｒ３導

入支援

３市町 



 

 

 

10 働き盛り世代の健康づくり推進事業（一部国庫）    
令和４年度当初予算額  43,161 千円(R3 当初予算額  24,545 千円） 
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１ 目的 

  人生 100 年時代を迎える中，県民一人一人が，それぞれのライフステージに応じて，心

身ともに健康で活躍できるよう，若い時期からの適切な生活習慣の定着を図る。 

 

２ 事業内容 ＜ワーク番号：14，15＞ 

  企業の従業員や家族に対する健康づくりの取組の実践が，県民の健康増進に向けた取組

の一層の推進につながるため，従業員の健康を重要な経営資源と捉えて健康増進に積極的

に取り組む「健康経営」を行う事業所を支援する。 

  加えて，健康データなどを活用した健康づくりに向けた実証試験を行い，生活習慣の改

善につながる効果的な介入方法を検討する。 

                                    （単位：千円） 

 区 分 内    容 予算額 

① 

「健康経営」 

セミナー及び 

優良企業表彰 

○経営者等を対象に，「健康経営」を開始することを目的

とした導入セミナーを開催するとともに，「健康経営」

を継続するために必要な具体の技術的支援を目的とした

継続セミナーを開催 

○「健康経営」に特に積極的に取り組む企業を表彰 

2,527 

② 

連携協力協定 

締結企業を 

通じた働きかけ 

○健康増進に関して連携協力協定を締結している企業の

営業社員から，経営者等へ「ひろしま企業健康宣言」へ

のエントリーを働きかけ 
166 

③ 

健診情報等の

データ活用に

係る検討 

○若い時期からの適切な生活習慣の定着に向けて，県内企

業等と連携し，実証試験を行い，健診情報等のデータを

活用した効果的な介入方法を検討 
40,468 

合    計 43,161 

 



 

 

 

11 がん対策推進事業 （がん検診）（一部国庫）【一部新規】 
令和４年度当初予算額  54,119 千円 （R3 当初予算額 53,771 千円） 
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１ 目的 

  「県内のどこに住んでいても，どんながんであっても，安心して暮らせる広島県」，「県

民みんながそれぞれの立場で「がん対策」に取り組む社会」の実現を目指して，「がん予防・

がん検診」，「がん医療」及び「がんとの共生」の３つの分野を柱とした総合的な対策を実

施する。 

 

２ 事業内容 ＜ワーク番号：16＞ 

  がん対策の３つの柱のうち，がん検診分野においては，「がんで死亡する県民の減少」に

向けて，がん検診の受診率向上等をさせるため，市町や保険者等と連携した次の取組を推

進する。 

                                   （単位：千円） 

区 分 内    容 予算額 

がん検診受診率 

向上対策事業 

○事業所訪問及び「広島県がん検診サポート薬剤師」を活

用した出前講座による職域における受診勧奨の実施 

○ライフイベント（成人）のタイミングを利用した女性

若年層に対する子宮頸がん検診の受診勧奨【新規】 

○職域の被扶養者に対する個別受診勧奨 

（閣下ハガキの送付） 

○市町が実施する受診勧奨・再勧奨の手法等の改善支援 

48,891 

がん検診精度 

管理推進事業 

○市町が実施するがん検診の精度向上のため，専門家に

よる評価，助言及び研修等を実施 
5,228 

合    計 54,119 

 



 

 

 

12 がん患者アピアランスケア推進事業（一部国庫）【新規】 
令和４年度当初予算額    38,595 千円 
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１ 目的 

  がん患者の心理的負担が軽減され，社会参画の促進につながるよう，外見の変化を補完す

る医療用ウィッグの購入費用を一部助成することで療養生活の質の向上を図る。 

 ※アピアランスケア：がん治療による外見の変化に起因する患者の負担を軽減するための支

援のこと。 

 

２ 事業内容  

                                    （単位：千円） 

区 分 内    容 予算額 

医療用ウィッグの 

購入費に対する助成 

○がんと診断され，脱毛の副作用を伴うがん治療を受け

た者，または現在受けている者が医療用ウィッグを購

入した場合，その費用の 1/2 を助成 

【助成上限額：５万円，助成見込件数:750 件】 

37,500 

医療従事者向け 

研修会の開催 

○がん相談支援センターの相談員など医療関係者向け

に，アピアランスケアの実践に必要な知識や助成金に

関する情報について，オンラインで研修会を実施 
815 

患者向けリーフレ

ット等の作成 

○助成金の概要と申請手続きに関する事項等を周知す

るためのリーフレットを作成 
280 

合    計 38,595 

 

Ｒ３導

入７市

町 

Ｒ３導

入支援

３市町 



 

 

 

13 地域福祉支援機能検討事業（単県）【新規】 
令和４年度当初予算額    1,082 千円 
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１ 目的 

  今後ますます進展が見込まれる少子高齢・人口減少社会下における,本県の地域福祉支援機

能を担っており，本県の地域福祉支援の拠点である老朽化の著しい県社会福祉会館等の在り

方について，関係団体等とともに検討・整理する。 

 

２ 事業内容  

                                   （単位：千円） 

区 分 内    容 予算額 

地域福祉支援機能の

在り方整理 

○市町，県社協その他関係団体等との検討会議を開催 

【年４回】 
1,082 

 

Ｒ３導

入７市

町 

Ｒ３導

入支援

３市町 



 

 

 

14 地域共生社会推進事業（一部国庫）【一部新規】 
令和４年度当初予算額  45,854 千円(R3 当初予算額  31,313 千円） 
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１ 目的 

  地域の生活課題を住民から専門職，関係機関に切れ目なくつなぎ，必要な支援が受けら

れる「重層的なセーフティネット」の構築により，早期発見から解決までを着実に導き，

県民誰もが住み慣れた地域でつながり，生きがいや役割を持ち，助け合いながら生き生き

と暮らしていくことができる「地域共生社会」の実現を図る。 

 

２ 事業内容 ＜ワーク番号：25＞ 

                                   （単位：千円） 

 区 分 内    容 予算額 

① 

インフォーマルな 

支え合いによる 

新たなコミュニティ 

づくり 

○地域住民や民生委員，企業・ボランティアなどの多様

な主体が地域の課題を共有して，その解決を図る取組

をモデル的に実施 

【実施地域数】 

 4 地域（東広島市，三原市，安芸高田市，府中市） 

2,000 

② 

地域の支え合い 

コーディネート機能 

の強化 

○住民主体の地域活動への支援やアウトリーチによる

生活課題の掘り起こし，支援機関のネットワーク化等

を推進する担い手の育成研修を実施 
722 

③ 
アウトリーチ等を 

通じた相談支援 

○平成 30 年 7 月豪雨災害を受けて設置した「地域支え

合いセンター」の被災者支援のノウハウを活用して，

被災者に限らず対象範囲を広げて生活相談支援等に

取り組む市町を支援 

【実施市町数】2市町（三原市，海田町） 

6,000 

④ 市町の取組支援 

○専門支援員を配置して，モデル活動への支援や成果・

課題等の検証，研修の企画・運営，市町の包括的な支

援体制構築に向けた訪問等による支援を実施 
24,455 

⑤ 
実態調査及び 

検討会議の開催【新規】 

○地域活動等に係る実態調査及び今後の施策展開の方

向性等に係る検討会議を開催 12,677 

合    計 45,854 

 



 

 

 

15 医療的ケア児支援体制整備事業（一部国庫）【新規】 
令和３年度２月補正予算額    2,000 千円 
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１ 目的 

  医療的ケア児の家族などからの相談をワンストップで受け止め，必要な機関等へつなげて

いく仕組みを構築し，医療的ケア児やその家族が安心して生活できるよう支援体制を整備す

る。 

 

２ 事業内容  

                                   （単位：千円） 

内    容 予算額 

○医療的ケア児支援体制整備のために必要な備品等を国の補正予算を

活用して購入 
2,000 

 

Ｒ３導

入７市

町 

Ｒ３導

入支援

３市町 



 

 

 

16 看護・介護職員等処遇改善事業（一部国庫）【新規】 

【２月補正含む】 
令和４年度当初予算額     4,995,915 千円 

令和３年度２月補正予算額    10,366 千円 

 

 
39 

１ 目的 

 新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線の施設・事業所等

において働く方々の収入の引上げを図る。 

 

２ 事業内容 

新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線の施設・事業所等

において働く方々を対象に，賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提として，令和４年

２月分から収入の３％程度（月額 9,000 円・看護師は月額 12,000 円）相当額を施設・事業所等

に交付する。 

                                    （単位：千円） 

 
区 分 内    容 

令 和 ３ 年 度 

２月補正予算額 

令 和 ４ 年 度 

当 初 予 算 額 

① 

一定の役割を担 

う医療機関に勤 

務する看護職員 

看護職員：約 17,000 人 

※令和４年２月～９月分は， 

収入の１％程度 

（月額 4,000 円）相当額を措置 

― 725,397 

② 
社会福祉施設 

等に勤務する職員 

介 護 職 員 ：約 32,000 人 

障害福祉職員：約 13,000 人 
― 3,935,809 

③ 
保育所等 

に勤務する職員 

保育士，幼稚園教諭：約9,000人 

放課後児童支援員：約 4,600 人 
― 260,180 

④ 
児童養護施設等 

に勤務する職員 

母子生活支援施設：約 50 人 

児 童 養 護 施 設 ：約 400 人 
10,366 74,529 

合    計 10,366 4,995,915 

 ※私立幼稚園については，環境県民局の「私学振興補助金」事業で別途対応。 



 

 

 

17 「いのちを守る！」動物愛護推進事業（単県）【一部新規】 
令和４年度当初予算額  45,891 千円(R3 当初予算額  40,534 千円） 
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１ 目的 

  「人と動物との調和のとれた共生社会」の実現を目指し，犬猫の更なる収容頭数削減対

策及び返還譲渡促進策を推進する。 

 

２ 事業内容 

                                   （単位：千円） 

区 分 内    容 予算額 

野良犬・ 

野良猫等 

対策事業 

○収容頭数削減 

・動物愛護センターによる野良犬の捕獲・引取を強化 

・野良犬の多い地域における重点的な普及啓発 

・地域猫活動を実施するにあたっての不妊去勢手術の推進 

・市町に対する助成制度による，地域・自治会単位で実施する

野良犬・野良猫対策の促進 

○返還促進及び遺棄防止 

・動物愛護センターで譲渡する犬猫へのマイクロチップの装着 

37,905 

動物愛護 

センター 

整備事業 

○動物愛護センターの整備 

・ＰＦＩ事業者による土地造成及び建設工事の確認，竣工後の

運営に係るＰＦＩ事業者との調整等 

・動物愛護センターへの物品移転【新規】 

○動物愛護センター（旧）の解体設計 

・センター移転に伴う旧センターの解体設計【新規】 

7,986 

合    計 45,891 

 



 

 

18 福祉医療費公費負担事業（単県） 
令和４年度当初予算額  6,301,899千円(R3当初予算額  6,370,178千円） 
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１ 目的 

  重度心身障害児（者）や乳幼児，ひとり親家庭等の児童の健康の維持と福祉の増進を図

る。 

  精神障害者については，医療，障害福祉・介護，住まいや就労等を包括的に支援する「精

神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向け，公費負担医療制度である自立

支援医療（精神通院）とは別に，県・市町独自の通院医療費助成を行い，再発・重症化に

よる再入院等の防止を図ることにより，地域生活への移行・定着を促進する。 

 

２ 事業内容  

  重度心身障害児（者），乳幼児，ひとり親家庭等，重度精神障害者に対して，市町が医療

費の自己負担分の一部を助成する事業について，その経費の一部を補助する。 

                                   （単位：千円） 

区 分 内    容 予算額 

重度心身障害児 
（者）医療費助 
成事業 

対象者 
〇身障手帳所持者（1級～3級） 
〇療育手帳所持者（マル A，A，マル B） 

3,978,098 所得制限 
〇本人（老齢福祉年金の規定準用） 
〇扶養義務者（特別児童扶養手当規定の準用） 

一部負担金 〇200 円（月額上限：入院 14 日，通院 4日） 

乳幼児医療費 
助成事業 

対象者 〇0歳児～就学前児童 

1,707,342 所得制限 〇旧児童手当特例給付の規定準用 

一部負担金 〇500 円（月額上限：入院 14 日，通院 4日） 

ひとり親家庭等 
医療費助成事業 

対象者 
〇ひとり親家庭の父,母及び児童 
〇父母のいない児童 

518,079 
所得制限 〇所得税非課税世帯 

一部負担金 〇500 円（月額上限：入院 14 日，通院 4日） 

精神障害者地域 
包括ケア促進事業 
(通院医療費助成） 

対象者 
〇精神障害者保健福祉手帳所持者（１級） 
[自立支援医療受給者証（精神通院）所持する者] 

98,380 所得制限 
〇本人（老齢福祉年金の規定準用） 
〇扶養義務者（特別児童扶養手当規定の準用） 

一部負担金 〇200 円（月額上限：通院 4日） 

合    計 6,301,899 
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令和４年度当初予算の増減の主なもの（健康福祉局） 

（新型コロナウイルス感染症対策事業を除く） 

 
（単位：千円） 

 事 業 名 
Ｒ３年度 

当初予算額 

Ｒ４年度 

当初予算額 
差引増減 主な増減理由 

増 

介護施設等整備事業 1,500,666 3,212,914 1,712,248 市町における施設等整備数の増 

障害者介護サービス等 

給付事業 
18,863,498 20,325,035 1,461,537 通所サービス利用者の増 

介護保険給付費負担金 35,197,184 36,435,324 1,238,140 
市町における介護給付費所要

見込み額の増 

被爆者援護法等関係援護

事業費 
7,116,929 8,041,587 924,658 

制度改正（黒い雨判決）を見

込んでの増 

減 

特定不妊治療支援事業 646,400 144,369 △502,031 不妊治療への保険適用に伴う減 

介護保険地域支援事業交付金 2,691,960 2,387,802 △304,158 市町における所要見込額の減 

新型インフルエンザ対策事業 240,454 12,667 △227,787 
購入計画における抗インフル

エンザ薬購入予定量の減 

児童手当県費負担金 6,677,314 6,526,070 △151,244 所要見込額の精査による減 

※端数処理の関係で，「３年度当初予算額」と「４年度当初予算額」の単純な差引と「差引増減」欄の数値が異なる場合がある。 



 

 

 

 

 

Ⅲ 事 業 体 系 
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子供たちが生まれ育つ環境

市 町 の 機 能 強 化 の 支 援

里 親 委 託 等 の 推 進

母子父子寡婦福祉資金の貸付
母子家庭等緊急援護資金の貸付
ひとり親家庭等医療費公費負担事業の助成
母子生活支援施設の利用
母子･父子自立支援員等の設置

身元保証人確保対策事業
児童養護施設退所児童等の社会復帰支援事業

ひ と り 親 家 庭 の 自 立 支 援 の 推 進

【新】業務改善コンサルテーション事

【新】児童虐待対応業務支援システム

こ ど も 家 庭 セ ン タ ー の 機 能 強 化

社 会 的 養 育 の 充 実 ・ 強 化

里親制度普及促進事業
里親委託推進支援事業
里親制度推進キャンペーン事業

保護者指導支援員の配置
親子支援推進員の配置
児童虐待対応体制の強化

市町の在宅支援体制の強化

健康福祉局の事業体系

1 地 域 保 健 福 祉 推 進 対 策
（ 健 康 福 祉 総 務 課 ）

ひろしま版ネウボラ構築事業

保育所入所事務デジタル化推進事業
１・２歳児受入促進事業

社会で活躍するために必要な資質・能力の育成 朝ごはん推進事業

警察との連携強化事業

児童手当等の支給
新たな子育て家庭支援の基盤の早急な整備

配慮が必要な子供たちが自らの可能性を最大限高めることができる環境

児 童 虐 待 防 止 対 策 の 充 実

オレンジリボンキャンペーンの展開
児童福祉月間行事の実施

児 童 虐 待 防 止 に 向 け た 理 解 の 促 進

保育士キャリアアップ研修事業

ひろしま自然保育推進事業

子 供 の 居 場 所 の 充 実
魅力ある保育所づくり推進事業
県庁内保育所設置モデル事業

子供と子育てにやさしい生活環境と安全の確保

児童委員・主任児童委員の設置

社 会 的 養 護 の も と で 生 活 す る 子 供 の
自 立 支 援 の 推 進

保育教諭指導力向上事業

乳 幼 児 期 の 質 の 高 い 教 育 ・ 保 育 の 推 進

大規模社会福祉施設等の整備
（ 健 康 福 祉 総 務 課 ）

3 全ての子供たちの未来を応援（「ひろしま子供の未来応援プラン」の推進）
（子供未来応援課）
（安心保育推進課）
（こども家庭課）

子供たちが健やかにたくましく育ち，生きていく力

児童家庭支援センター運営事業の助成

こども家庭センターの設置運営
東部こども家庭センター一時保護所増改築事業
医療的機能の強化
法務専門員の配置

保育士登録の実施
産休等代替職員費の助成

妊 娠 期 か ら の 切 れ 目 な い 見 守 り ・ 支 援 の 充 実
子供の予防的支援構築事業

地域子ども・子育て支援事業（市町子育て支援事業補助金）
乳幼児医療費公費負担事業の助成

子どものための教育・保育給付費の負担
病児保育事業・広域促進事業の助成
放課後児童クラブ事業（放課後児童健全育成事業）の助成
放課後児童クラブ整備費の助成
子育て支援従事者の育成・資質向上事業

ひろしま子育て応援事業

保育コンシェルジュ等配置事業
保育士キャリアアップ研修事業
保育教諭指導力向上事業
ひろしま自然保育推進事業
保育士人材バンク事業
保育士離職時届出制度構築事業

認定こども園等整備補助事業等
保育士試験の実施

ひ と り 親 に な る 前 の 親 子 支 援 の 充 実 母子家庭等自立支援事業

家族及び施設入所児童心理療法の実施
未成年後見人支援事業
親子支援プログラムの実施
入所児童等自立支援事業
退所児童等アフターケア事業

児童福祉施設への入所措置等
児童養護施設等の整備
施設入所児童等の育成援助
児童福祉施設職員の人材育成

児童自立支援施設の設置運営

ひとり親家庭の子育てと生活への支援の充実

施設の小規模かつ地域分散化，多機能化等

地域保健福祉調査研究事業

【新】子どもの権利擁護事業
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12

11

技 術 支 援 活 動
地域支援活動

精 神 保 健 福 祉 対 策
( 疾 病 対 策 課 )

毒 ガ ス 障 害 者 支 援
（ 被 爆 者 支 援 課 ）

健 康 診 断 及 び 相 談 事 業

感 染 症 対 策
( 新型コロナウイルス感染症対策担当)

不 妊 治 療 支 援 事 業

出 会 い ・ 結 婚 支 援 こ い の わ 事 業

9

7

6

放射線被ばく者医療普及啓発事業

感染症予防対策事業

予防接種の推進
新型インフルエンザ対策事業

感染症・疾病管理センター事業

若 者 の 結 婚 支 援
（ 子 供 未 来 応 援 課 ） 市 町 少 子 化 対 策 支 援 事 業

不 妊 専 門 相 談 セ ン タ ー 等 の 運 営

ラ イ フ デ ザ イ ン 啓 発 事 業

不妊治療等支援体制の充実
（ 子 供 未 来 応 援 課 ）

が ん の 予 防 ・ が ん 検 診

8

【新】がん患者アピアランスケア推進

5

4

適 正 な 医 療 の 確 保
( 医 療 介 護 基 盤 課 )
( 医 療 介 護 政 策 課 )

医 療 施 設 へ の 立 入 検 査

衛 生 検 査 所 へ の 立 入 検 査

医 療 機 能 情 報 提 供 事 業

広島県医療安全支援センターの運営

広島県地域保健対策協議会活動の推進

広 島 県 医 療 勤 務 環 境
改 善 支 援 セ ン タ ー の 運 営

が ん 医 療
広島がん高精度放射線治療センター管理運営費
がん医療連携強化事業

婦 人 保 護 対 策
（ こ ど も 家 庭 課 ）

相 談 体 制 の 整 備

婦 人 保 護 施 設 へ の 保 護 委 託

暴力被害者女性支援体制整備事業

緩和ケア推進事業
がん患者・家族相談支援事業
Teamがん対策ひろしま推進事業

が ん 対 策
( 健 康 づ く り 推 進 課 )

が ん と の 共 生

たばこ対策推進事業
がん検診受診率向上対策事業
がん検診精度管理推進事業

原 爆 被 爆 者 健 康 管 理 の 推 進

原爆被爆者健康手帳交付事務

原爆被爆者健康診断

原爆被爆者健康管理推進特別事業
原爆体験者等健康意識相談等事業

10
医 療 費 及 び 各 種 手 当 の 支 給

原 爆 被 爆 者 援 護 の 推 進

広島原爆養護ホームの運営・整備

県 独 自 の 援 護 事 業

調査検討事業
人材育成事業
共同研究事業

放 射 線 被 曝 者 医 療
国 際 協 力 の 推 進

在 外 被 爆 者 援 護 の 推 進
法に基づく事業
在外被爆者支援事業実施要綱に基づく事業

医師等受入研修・派遣事業

原 爆 被 爆 者 支 援
（ 被 爆 者 支 援 課 ） 原 爆 被 爆 者 関 係 施 設 整 備

広島赤十字・原爆病院への助成
その他関係団体への助成等

法に基づく手当等の支給
県独自の援護事業
原爆死没者慰霊式典等助成事業

ハンセン病対策

感 染 症 予 防 対 策

感染症対策事業
感染症発生動向調査事業
防疫体制整備事業

エ イ ズ 予 防 対 策

推進体制等の整備
相談体制の充実
検査体制の充実
医療体制の充実

結 核 予 防 対 策
予防活動
結核患者医療費の給付
結核対策特別促進等事業

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策

入院者処遇向上対策事業
精神科救急医療システム運営事業

精神保健福祉相談指導事業
こころの電話相談事業

感染拡大防止対策
医療提供体制の確保

医 療 対 策
医療費公費負担事業

ひきこもり地域支援センターの設置

精神障害者地域生活支援事業

地 域 福 祉 対 策 地域精神保健福祉対策事業

保 健 対 策

リハビリテーション事業

いのち支える広島プラン推進事業
高次脳機能障害支援体制整備事業
認知症医療・介護連携強化事業
アルコール健康障害対策推進事業
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食 品 衛 生 対 策

乳 肉 水 産 食 品 衛 生 対 策

食 品 衛 生 対 策
( 食 品 生 活 衛 生 課 )

17

生活衛生関係施設の監視指導
生活衛生関係営業の育成指導

クリーニング師の試験及び免許

在 宅 ケ ア の 推 進
難病患者地域支援事業

食品適正表示強化事業
食品衛生監視員の研修
食品衛生関係団体の指導育成

乳及び乳製品の検査

食品関係施設の監視指導

貝類の貝毒検査
食肉衛生対策 食鳥衛生対策

食品衛生監視指導

森永ひ素ミルク患者対策

16

水道施設維持管理指導

水道整備計画調査指導等

小児難病相談事業
難病相談会の開催

難病医療ネットワーク事業

普 及 啓 発
広島難病団体連絡協議会の育成指導
普及啓発

13

相 談 機 能 の 充 実

難病相談・支援センターの運営
難病ピアサポート事業

難 病 対 策
( 疾 病 対 策 課 )

医 療 費 の 給 付

小児慢性特定疾病医療支援事業
特定医療費（指定難病）支給認定事業
スモン患者に対するはり，きゅう及びマッサージ治療研究事業
先天性血液凝固因子障害等治療研究事業

専門的栄養指導

栄養士・調理師免許交付業務及び調理師試験の実施

14

栄 養 改 善 指 導 ・ 普 及

給食施設指導

小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業

栄 養 改 善 対 策
( 健 康 づ く り 推 進 課 )

栄 養 改 善 対 策

市町栄養士等の育成
食生活改善推進員の育成
公衆栄養学臨地実習

栄養表示・誇大表示禁止の普及啓発
栄養表示・誇大表示禁止にかかる指導

生 活 衛 生 対 策
公衆浴場確保対策事業

15 在宅歯科医療推進のための歯科医師・歯科衛生士の資質向上事業
歯科衛生士修学支援事業
心身障害者等歯科診療確保対策事業

国 民 健 康 ・ 栄 養 調 査

歯科保健対策
在宅歯科診療設備整備事業

ア レ ル ギ ー 疾 患 対 策 事 業

歯 科 保 健 等
（ 健 康 づ く り 推 進 課 ）

歯 科 保 健 の 推 進

生 活 衛 生 対 策
( 食 品 生 活 衛 生 課 )

｢いのちを守る!｣動物愛護推進事業
動物愛護センター整備事業
野良犬・野良猫等対策事業

動 物 愛 護 対 策

動物保護管理事業 野犬の保護等

水道施設耐震化等交付金事業
水道施設整備事業指導監督

水道施設整備指導等

乳肉水産食品衛生対策

監視，収去検査の強化
食肉の抗生物質残留調査
鶏肉及び鶏卵のPCB残留検査

犬・猫の引取等
特定動物の飼養許可指導
動物取扱業の登録指導

食品の安全確保対策の推進事業

カネミ油症・森永ひ素ミルク患者対策
カネミ油症患者対策

輸入食品等対策事業
製菓衛生師の試験及び免許

食中毒対策事業
食中毒警報の発令
食中毒発生時の調査

食品添加物等対策
食品添加物等の検査
食品衛生検査施設の信頼性確保

動物愛護事業

水産食品の監視，収去検査
魚介類の検査

かきの衛生対策
監視指導
かきの養殖海域調査

水道事業の認可等

水道水質管理指導
水道施設管理指導

水 道 整 備 対 策
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18

薬事等監視指導事業

薬事等許可登録事務事業

受給資格の審査・受給者証の発行

肝疾患診療連携拠点病院の機能強化

新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 対 策 抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

血 液 事 業 対 策
献血思想普及啓発事業

シ ッ ク ハ ウ ス 対 策
保健所等におけるシックハウスに関する相談

ウ イ ル ス 性 肝 炎 対 策
肝疾患コーディネーターの養成・活用

治療薬供給体制の整備

適正な医薬分業の推進

医薬品の適正使用推進事業

家庭用品の監視指導

広島県献血推進功労者等表彰伝達式の開催

薬 事 衛 生 対 策
（ 薬 務 課 ）
（ ワ ク チ ン 政 策 担 当 ）

薬事関係の啓発
医薬品の適正使用の推進

医薬品，医療機器等の監視指導

医 薬 品 ， 医 療 機 器 等
の 安 全 性 確 保 対 策

無承認無許可医薬品等の監視指導
毒物劇物の監視指導

広島県治験等活性化事業

薬 物 乱 用 防 止 対 策

麻薬覚醒剤等監視指導事業

麻薬取扱者への監視指導

農薬の危害防止

材料価格・再生医療等製品経時変動調査（他計調査）
材料価格・再生医療等製品調査客体精密化調査

薬事経済調査事業

医薬品価格信頼性調査（他計調査）
医薬品価格調査客体精密化調査

薬事工業生産動態統計調査

薬局機能情報提供事業
予防医材需給調整事業
毒物中毒治療薬備蓄事業

医 薬 品 関 連 産 業
の 活 性 化 対 策

医薬品関連産業活性化対策推進事業
薬事指導機能の強化
講演会，講習会の開催

薬物乱用防止指導員の配置
ヤング薬物乱用防止指導員の委嘱
薬物依存者等再乱用防止

薬剤師の在宅チーム医療連携

広島県献血推進審議会の開催

覚醒剤等薬物乱用防止対策事業

薬物乱用防止広報強化等の月間の実施
保護者対象薬物乱用防止教室の開催
啓発用資料の作成・　　　　　　

配布及び啓発用視聴覚教材の整備・貸出
薬物専門講師の養成

向精神薬取扱者への監視指導
覚醒剤等取扱者への監視指導
薬物中毒者等に対する指導
不正大麻・けし及び自生けし撲滅運動の実施
薬物乱用対策推進本部の設置・運営

広報啓発の推進

血液製剤使用適正化事業

温 泉 事 業 対 策 温泉指導事業
温泉掘削等許可・監視指導
温泉分析機関の登録

献血推進担当者会議の開催
若年層への普及啓発
複数回献血の推進
献血推進組織の活動支援

ワクチン接種の推進

肝炎重症化・肝がん予防推進事業

19

肝炎ウイルス検査の実施
医療費助成等

肝 炎 対 策
（ 薬 務 課 ）

肝 炎 対 策 事 業
総合的な推進体制の強化

普及啓発活動

肝 炎 ウ イ ル ス 検 査 ・
治 療 費 助 成 事 業

制度に係る説明会

市町の接種体制整備等への支援
ワクチン接種体制の整備

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策
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20

24

心 身 障 害 者 （ 児 ） 及 び
休 日 の 歯 科 医 療 の 確 保

て ん か ん 地 域 診 療 連 携 体 制 整 備

オ ン ラ イ ン 診 療 活 用 検 討 事 業

22

救急医療施設等の整備

医 療 人 材 の 確 保 ・ 育 成
（ 医 療 介 護 基 盤 課 ）

21

未就業看護職員の再就業促進

高 齢 者 が 活 躍
で き る 社 会 づ く り
（ 健 康 づ く り 推 進 課 ）
（ 地 域 共 生 社 会 推 進 課 ）

ＩＣＴ・介護ロボット普及促進

医 療 提 供 体 制 の 確 保
（ 健 康 危 機 管 理 課 ）
（ 医 療 介 護 政 策 課 ）
（ 医 療 機 能 強 化 担 当 ）
（ 医 療 介 護 基 盤 課 ）
（ 健 康 づ く り 推 進 課 ）

総 合 的 な 施 策 の 企 画 ・ 調 整
保健医療計画の推進
ひろしま高齢者プランの推進

メディカルコントロール体制の強化
救急搬送受入体制確保事業

救 急 医 療 の 充 実

救急医療コントロール機能を担う広島市民病院の整備等
救命救急センターの運営支援

救急医療情報ネットワークの運営
ドクターヘリ事業

医 療 及 び 介 護 の
総 合 的 な 確 保 の 促 進

医療介護総合確保促進法に基づく広島県計画の推進
療養病床転換支援事業
医療情報連携の推進
医療資源偏在解消の推進
病床機能分化・連携の促進
地域医療構想推進事業

母 子 医 療 対 策 の 充 実

周産期医療システムの運営
周産期医療情報ネットワークの運営
周産期母子医療センター運営支援事業
小児救急医療体制の充実
妊婦への感染症検査実施事業

災 害 医 療 体 制 の 充 実

へ き 地 ・ 中 山 間 地 域
医 療 対 策 の 充 実

へき地医療施設等の整備・運営費の助成

循 環 器 病 対 策 推 進 事 業

医 療 施 設 の 整 備 ・ 充 実

臓 器 移 植 ・ 骨 髄 バ ン ク
事 業 等 の 啓 発 ・ 推 進

臓器移植啓発活動の推進等
骨髄バンク事業等の推進
骨髄提供の着実な推進

包括的過疎地域医師育成・活躍支援システム整備事業

広島県地域医療支援センター（公益財
団 法 人 広 島 県
地 域 保 健 医 療 推 進 機 構 ）
に よ る 医 師 確 保 等 の 実 施

医師の養成と配置調整
医師の誘致と県内定着
医師の活躍支援
広島県へき地医療支援機構の運営

医 師 確 保 対 策 の 推 進

広島県医師育成奨学金
女性医師等就労環境整備
広島大学医学部寄附講座の設置
産科医等確保支援事業

専門医療等への対応

福祉・介護人材の確保・育成
（ 医 療 介 護 基 盤 課 ）

人 材 の 確 保 ・ 育 成 を
推 進 す る 基 盤 づ く り

総合支援協議会の運営
地域人材確保推進体制整備事業

情報収集・情報発信
センターの運営管理

看 護 職 員 等 確 保 対 策

看護職員養成の充実・強化
離職防止対策

介 護 職 員 研 修 指 定 等 事 業
介護人材養成施設等指定事業
喀痰吸引等(たんの吸引・経管栄養)従事者・事業者・研修機関登録事業
ＥＰＡ（経済連携協定）に基づく外国人介護職員研修支援事業

福 祉 ・ 介 護 従 事 者
の 定 着 促 進 ・ 資 質 向 上

福祉・介護職場改善の促進
資質向上の支援
ＩＣＴ・介護ロボット導入支援

合同入職式の開催

福 祉 ・ 介 護 人 材 の
確 保 ・ イ メ ー ジ 改 善

福祉人材育成センターの運営
人材確保の支援
福祉・介護職の魅力発信
福祉・介護職の理解促進
修学資金・再就職準備金の貸付
外国人介護人材の受入支援

プ ラ チ ナ 世 代 の
社 会 参 画 促 進 事 業

広島県プラチナ世代支援協議会の運営
普及啓発の実施
現役世代（企業等）への働きかけ
広島県高齢者健康福祉大学校（プラチナ大学）の運営

シニア囲碁・将棋大会

老 人 ク ラ ブ 活 動 の 推 進

介 護 サ ー ビ ス の 質 の 確 保
介護支援専門員の登録
ケアマネジメント機能強化事業

高 齢 者 の 生 き が い ・
健 康 づ く り 応 援 事 業

全国健康福祉祭（ねんりんピック）への選手派遣等
広島県シルバー作品展

23

認 知 症 対 策 の 推 進
認知症にやさしい地域づくり支援事業
認知症医療・介護研修事業
認知症地域連携促進事業

地 域 支 援 対 策
（ 地 域 共 生 社 会 推 進 課 ）

地 域 包 括 ケ ア の 推 進

広島県地域包括ケアシステム強化推進事業
在宅医療・介護連携の推進
総合事業・生活支援体制整備の推進
介護保険における自立支援の推進事業

民 生 委 員 児 童 委 員
協 議 会 へ の 援 助
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29

地 域 福 祉 活 動 推 進 基 盤 の 整 備
( 「 ふ れ あ い 基 金 」 の 補 助 )

災害福祉支援ネットワーク構築推進事業

防 災 と 福 祉 の 連 携 に よ る
個 別 計 画 策 定 促 進 事 業

災 害 時 メ ン タ ル ヘ ル ス 推 進 事 業

避 難 所 環 境 改 善 支 援 事 業

災 害 弔 慰 金 等 の 支 給 及 び
災 害 援 護 資 金 の 貸 付

地 域 福 祉 実 践 活 動 の 振 興30

健 康 経 営 の 推 進

健 康 増 進 対 策
（ 健 康 づ く り 推 進 課 ）

25

健 康 増 進 事 業 等
健康増進事業

減 塩 推 進 事 業

27

広島県地域医療介護総合確保事業

健 康 ひ ろ し ま ２ １ 推 進 事 業

健 康 づ く り の 体 制 整 備
市町健康づくり推進協議会の組織育成
市町健康増進計画推進支援

普 及 啓 発

特定健康診査・特定保健指導の推進

健康データなどを活用した健康づくりの推進
「健康経営」実践企業の拡大推進

健康増進普及啓発の推進
健康生活応援店制度の推進

人 材 の 育 成 ・ 確 保 運動普及推進員の育成

普 及 啓 発 活 動26

食 育 功 労 者 の 表 彰

高 齢 者 の 健 康 づ く り
「 通 い の 場 」 推 進 事 業

ネットワーク構築
人材育成の加速
「通いの場」リーダーの育成等

食 育 推 進 対 策
（ 健 康 づ く り 推 進 課 ）

食 育 推 進 計 画 の 推 進 広島県食育推進会議等の運営

介 護 予 防

地域づくりによる介護予防推進支援事業
リハビリテーション専門職等人材育成調整事業
介護予防活動普及展開事業
地域リハビリテーションの推進

【新】多様な「通いの場」の推進

国保事業等の推進
国民健康保険事業状況データ作成
市町国保財政助成事業
国民健康保険事業費特別会計繰出金事業

保険料（税）の収納
国庫補助の状況
保険者の実地指導等
保険医療機関等の指導監査

医療保険制度の安定的な運営
（ 医 療 介 護 保 険 課 ）
（ 国 民 健 康 保 険 課 ）

国 民 健 康 保 険 事 業

被保険者の資格の適用
保険給付

広島県国民健康保険審査会の運営
国民健康保険事業費特別会計

介護保険給付費等の負担
低所得者等の利用者負担の軽減
介護保険財政安定化基金の運営

28 広島県介護保険審査会の運営

医療費適正化計画検討委員会の開催等
レセプト点検指導の実施

介 護 保 険 制 度

後 期 高 齢 者 医 療 制 度

後期高齢者に係る医療給付費の負担
後期高齢者医療助成事業
後期高齢者医療財政安定化基金の運営
広島県後期高齢者医療審査会の運営

医 療 費 適 正 化 の 推 進

介護保険制度の安定的な運営
（ 医 療 介 護 保 険 課 ）

広 島 県 災 害 見 舞 金 等 の 支 給

被 災 者 生 活
再 建 支 援 制 度

被災者生活再建支援制度
広島県被災者生活再建支援制度

介 護 給 付 適 正 化 対 策
保険者（市町）の指導・支援
認定調査員等の研修
保険者機能強化支援事業

災 害 救 助 法 に よ る 救 助

災 害 応 急 救 助 物 資 備 蓄 事 業

災 害 救 助 対 策
（ 健 康 危 機 管 理 課 ）
（ 疾 病 対 策 課 ）
（ 地 域 共 生 社 会 推 進 課 ）

広島県社会福祉協議会事業

ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 の 振 興
ボランティアセンター事業
災害時における被災者支援体制の構築事業
若い世代・企業との連携，担い手づくり・連携支援事業

成年後見制度利用促進体制整備事業
福祉サービス苦情解決事業
地域生活定着支援事業地 域 福 祉 活 動 の 振 興

（ 地 域 共 生 社 会 推 進 課 ）

組 織 の 育 成
（社福）広島県社会福祉協議会への指導援助
（社福）広島県共同募金会への指導援助

福祉サービス利用援助事業

地域共生社会推進事業
地 域 共 生 社 会 の 推 進

老 人 保 健 福 祉 月 間 事 業

重層的支援体制整備事業交付金
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社会福祉施設の整備等

文化芸術・余暇活動の充実

専門的な医療の提供

地域生活への移行支援

障 害 に 対 す る 理 解 の 促 進

あ い サ ポ ー ト プ ロ ジ ェ ク ト の 推 進

各 種 団 体 と の 協 働 の 促 進

権 利 擁 護 の 推 進

雇 用 ・ 就 労 の 促 進

情 報 の 保 障 の 強 化

文 化 芸 術 活 動 の 推 進

保 健 ・ 医 療 提 供 体 制 の 充 実

医 療 と 福 祉 の 連 携

医 療 的 ケ ア 児 （ 者 ） 支 援 体 制 の 整 備

福 祉 サ ー ビ ス 等 の 提 供

相 談 支 援 体 制 の 構 築

サ ー ビ ス の 質 の 向 上 等

災 害 ・ 感 染 症 対 策 の 推 進

バリアフリーの推進（福祉のまちづくりの推

専門的・広域的な相談支援

広報・啓発活動の展開
交流活動の推進

障 害 者 施 設 等 の 整 備

県 立 社 会 福 祉 施 設 の 運 営 ・ 設 備

自立と社会参加の促進による共生

保健，医療の充実

地域生活の支援体制の構築

暮らしやすい社会づくり

32

公務扶助料，遺族年金等の給付
特別弔慰金，特別給付金の給付

33

あいサポート運動の実施

障害者団体との協働

障害者虐待の防止

障害への理解と協働による共生

31

保護施設への入所

運営指導の充実
事務監査の実施

社会福祉法人等の指導援助
（ 医 療 介 護 基 盤 課 ）
（ 地 域 共 生 社 会 推 進 課 ）

独立行政法人福祉医療機構資金借入償還利子の助成

民 間 社 会 福 祉 施 設 民間社会福祉施設職員等退職手当共済事業の助成

広域型介護保険施設等の整備

社 会 福 祉 法 人 等 の 運 営 指 導 法人等指導監査強化事業

民 間 社 会 福 祉 施 設 の 整 備

事業者の指定・指導
介護サービス事業管理システム運営
介護サービス情報公表制度事業

地域密着型介護保険施設等の整備高 齢 者 福 祉 保 健 施 設 の 整 備

介護保険サービス適正利用推進事業
介 護 サ ー ビ ス の
質 の 確 保 ・ 向 上

戦没者慰霊祭等への参列
全国戦没者追悼式への参列

地域における生活支援事業

生 活 援 護
（ 地 域 共 生 社 会 推 進 課 ）
（ 社 会 援 護 課 ）

生 活 保 護 事 業 の 推 進
最低限度の生活の保障

公的扶助の実施
指定医療機関制度による医療の確保

軽費老人ホームの運営

高 齢 者 虐 待 予 防 対 策 の 推 進

行 旅 病 人 及 び 行 旅 死 亡 人 の 援 護

自 立 更 生 の た め の 資 金 援 助
生活福祉資金の貸付
緊急生活安定資金の貸付
臨時特例つなぎ資金の貸付

指定医療，介護機関の指導

生 活 困 窮 者 の 自 立 の 促 進
生活困窮者への支援
生活困窮者就労訓練事業者の認定

指定介護機関制度による介護の確保

34

戦 傷 病 者 の 援 護
傷病恩給等の給付
特別給付金の給付
戦傷病者手帳の交付等

自立支度金の支給
知事見舞金の支給
身元引受人のあっせん
支援給付金の支給

障害者福祉（「広島県障害者プラン」の推進）
（障害者支援課）

戦傷病者戦没者遺族等援護
（ 社 会 援 護 課 ）

戦没者遺族の団体慰霊巡拝等
戦没者遺骨収集への参加

未 帰 還 者 ・ 留 守 家 族 ・
中 国 残 留 邦 人 等 の 援 護

未帰還者の調査

中国残留邦人等の援護

帰国旅費の支給

戦 没 者 遺 族 等 の 援 護
戦没者慰霊行事の実施

団体活動の助成
相談事業の推進

旧 軍 人 ・ 軍 属 の 援 護
恩給等の給付
軍歴の証明

援 護 制 度 の 周 知
と 失 権 防 止

広報活動の強化
制度の普及推進
戦没者遺族相談員，戦傷病者相談員の設置

医療・福祉支援体制
成人期移行に向けた支援体制

地域生活支援拠点等（システム）の整備

地域生活を支えるサービス等

情報バリアフリー化の推進
意思疎通支援の充実

就業機会の拡充と雇用促進
工賃向上のための取組

訪問系サービスの確保及び日中活動の場の充実

身近な地域における相談
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